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［2］　共同利用研究
　当センターは地球環境に関するリモートセンシング技術の基礎と応用研究を中心に、平成７年（1995）
に全国共同利用研究施設として発足した。それ以来、共同利用・共同研究拠点としてリモートセンシング
による環境研究の発展、CEReSの施設・設備や受信・収集した衛星データ・環境データの有効利用のた
めに、大学、その他の研究機関に所属する研究者と当センターの研究者が協力して共同利用研究を推進し
ている。
　今年度はセンターが推進している先端リモートセンシングプログラム、情報統合プログラム、衛星利用
高度化プログラムに関連した３プログラム制と研究集会に関する49件（プログラム研究29件、一般研究
18件、研究会２件）の共同利用研究が実施された。植生、食糧生産、大気、気象、海洋、火山活動・災
害、SARやハイパースペクトルセンサ開発など多岐に渡る分野のその成果は、2014年２月21日のCEReS
環境リモートセンシングシンポジウムにおいて報告され、意見交換が行われた。
2.1.　共同利用研究概要
??新規
／
継続
研　究　課　題 申請者氏名 対応教員 共同利用データ・設備
１ 継続 合成開口レーダ搭載マイクロ衛星用FPGAの開発 難波　一輝 ヨサファット
電波無響室、マイクロ波伝搬測定シ
ステム、高周波回路、電波シミュ
レータ
２ 継続 桜島（鹿児島）及び霧島火山帯の火山活動におけるInSAR画像解析 湯地　敏史 ヨサファット 保存用メディア、InSAR画像データ
３ 継続 気候モデル数値実験結果による衛星プロダクト導出アルゴリズムの検証 森山　雅雄 本多　嘉明
千葉大学総合メディア基盤センター
高速演算サーバ
（SR16000）
４ 継続 植生表面にできるカゲ比率と植生の二方向性反射特性の関係 松山　　洋 本多・梶原 八ヶ岳サイト・観測タワー
５ 継続 林床からの樹冠構造計測法の開発 柴田　英昭 本多・梶原
６ 継続 白色光レーザーを用いた温室効果ガスの計測法の開発 染川　智弘 久世　宏明
７ 新規
人工衛星で観測した夜間光をパラメー
タとしたエネルギー消費の推定に関す
る研究
― Suomi NPP の Day/Night Band
（DNB）の感度評価とDMSP/OLS夜
間のデータとの比較―
原　　政直 ヨサファット 衛星データ処理ソフトウェア、GISソフトウェア、コンピュータシステム
８ 新規
衛星画像を用いた沿岸域におけるエアロ
ゾル光学的特性導出精度に関する検討
―オホーツク海北海道沿岸を対象に―
朝隈　康司 久世　宏明
分光放射計、CEReS受信衛星デー
タ、CEReS保有の植生・土壌のス
ペクトルデータ
９ 継続 衛星リモートセンシングを用いた自然災害（Geohazard）の監視と予測 服部　克巳 ヨサファット
衛星データのアーカイブ（AQUA、
MTSATなど）、LIDARデータ
10 新規
可視紫外波長域を用いた対流圏微量成
分観測における土地被覆分類データの
応用
野口　克行 入江　仁士
11 継続 SKYNETデータを利用した雲・エアロゾルの光学的特性 青木　一真 高村・入江
データ蓄積用ハードディスク2TB、
Fortranコンパイラー
12 新規
グリッド型衛星利用木造率による首都
圏震災時の火災と広域避難に関する減
災対策
金子大二郎 ヨサファット PALSAR
13 継続 映像観測と衛星データ解析による火山噴煙の動態研究 木下　紀正 久世　宏明
14 新規 i-Skyradiometerを用いた雲の光学特性導出に関する研究 片桐秀一郎 入江　仁士 SKYNET
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??新規
／
継続
研　究　課　題 申請者氏名 対応教員 共同利用データ・設備
15 継続 CP-SAR搭載近赤外カメラと画像抽出用フィルターの開発研究 大前　宏和 ヨサファット
16 新規 GCOM-C/SGLIセンサによる総生産キャパシティー推定アルゴリズムの開発 村松加奈子 本多・梶原
17 継続 マイクロ波による海氷物理量計測に関する研究 若林　裕之 ヨサファット
MODISデータ、マイクロ波伝搬測
定システム
18 継続 地表面放射収支解明のための大気放射量と地表面温度の推定 菅原　広史 高村　民雄 skynetデータ
19 継続 多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究 青梨　和正 高村　民雄
地上型の多波長マイクロ波放射計
データ及び各種現地観測データ
20 継続 SKYNETデータを用いた大気特性量の検証 久慈　　誠 高村　民雄 skynetデータ等の地上観測データ
21 新規 アジアモンスーン域の雲・エアロゾル・降水の共変動の研究 高橋　　洋 樋口・高村
MODISのL2データおよび静止気象
衛星のデータ、HDD
22 継続 衛星からのUV-Vis-IR観測による対流圏オゾンリトリーバル手法の研究 北　　和之 齋藤・入江
23 継続
ミリ雲波レーダと衛星および地上観測
による雲物理量解析と広域および局所
雲水量評価
鷹野　敏明 高村　民雄 SKYNETデータ、衛星観測データ（MODIS、MTSAT-1R他）
24 継続 準天頂衛星「みちびき」の山間地谷底部における精度検証実験 尾藤　章雄 近藤　昭彦
25 継続 広域観測SARデータを用いたチタルム川流域内の作付け水田抽出 牧　　雅康 本郷　千春
26 継続 チタルム流域における窒素負荷量の時・空間分布 吉田　貢士 本郷　千春
27 新規 モンゴル高原の土壌水分と植生の時空間変動特性 開發　一郎 近藤　昭彦
28 新規 ラオス・ナムグム川流域における水稲の収量予測 本間　香貴 本郷　千春
29 継続
千葉県の生物多様性ホットスポットの
抽出
―生物分布データを用いた予察的検討―
原　慶太郎 近藤　昭彦 画像解析ソフトウェア（ENVI、ER Mapper）、MODIS、ASTER、ALOS
30 継続 南相馬市における非耕作農地の実態把握 原田　一平 近藤　昭彦 画像解析ソフトウェア（ENVI、ER Mapper）、MODIS、ASTER、ALOS
31 継続 衛星データを用いた東北の災害復旧モニタリング 浅沼　市男 近藤　昭彦
地理情報システム（Arc GIS）、画像解
析ソフトウェア（ENVI、ER Mapper）、
ALOS、MODIS、RapidEye
32 継続 土壌炭素を利用したリン酸吸収係数、CECの推定 丹羽　勝久 本郷　千春
33 継続 衛星レーダーのためのレーザーによる３次元森林計測 加藤　　顕 建石隆太郎 衛星レーダー画像
34 継続 インドネシア地域における衛星データを使用した降雨量と海洋の熱交換の関係 大澤　高浩 本郷　千春
35 新規 食糧生産のためのメコン河流域土地被覆マッピングに関する研究
PERERA 
Liyanage 
Kithsiri
建石隆太郎
36 継続 各種のリモートセンシングデータを活用した都市モデル構築と災害把握 山崎　文雄 建石隆太郎
CEReSが保有する都市域の人口衛
星データ、衛星画像解析ソフト
37 継続
リモートセンシングデータを活用した
ミツバチの生息・生育空間の分析　そ
の３
岡田　信行 近藤　昭彦 ALOSデータ、ArcGIS
38 新規
PALSAR Global Mosaicを用いた2009
年のオイルパームプランテーションの
抽出
谷垣　悠介 近藤　昭彦
地理情報システム（Arc GIS）、画像解
析ソフトウェア（ENVI、ER Mapper）、
MODIS、ASTER、ALOS、Geo Eye、
IKONOS文献
― 50 ―
??新規
／
継続
研　究　課　題 申請者氏名 対応教員 共同利用データ・設備
39 新規 衛星搭載可視・赤外データを用いたGSMaP降雨判定手法の開発 重　　尚一 樋口　篤志
静止気象衛星・TRMM/AQUA衛星
搭載センサデータ、計算機
40 新規
インド亜大陸北東部の転倒ます型雨量
計網によるTRMM-2A25降水量気候値
の検証
寺尾　　徹 樋口　篤志 TRMM-2A25（orbital data）、V7、V6
41 継続
地上・衛星の統合観測による植生フェ
ノロジー・機能の空間分布の高精度な
検出
永井　　信 本多　嘉明 八ヶ岳サイト・観測タワー
42 新規 小型UAVを用いた地理空間情報の取得に関する研究 田中　　圭 近藤　昭彦
画像解析ソフトウェア（eCognition8）、
プラットホーム（マルチコプター）
43 継続
マイクロ波放射計、散乱計及びメソ気
象モデルを用いた洋上風力資源量推定
手法の開発
香西　克俊 久世　宏明
44 新規 植物における光合成反応のマイクロ波を使ったリアルタイム検出 長谷川　朗 ヨサファット センシング部を制作するための経費
45 継続 酸素Ａバンドを利用した植物の蛍光スペクトル計測システムの開発 増田　健二 久世　宏明
可視域（532nm）Nd-YAGレーザー、
CCD分光器（Ocean Optics HR2000）、
天 体 望 遠 鏡（Vixen130mm）、 干 渉
フィルタ（Andover 暗 線 中 心 波 長
760.68nm、バンド幅１nm）
46 新規 小型ライダーによる粉塵計測とその定量評価方法の確立 椎名　達雄 久世　宏明
小型水平面計測ライダー、DOAS機
器
47 新規
ハイパースペクトルイメージングカメ
ラのリモートセンシングへの応用に関
する研究
高良　洋平 久世　宏明
屋上観測室、DOAS、サンフォトメー
ターの検索結果、５階観測室、無人
航空機
48 新規 森林分野地上検証活用研究会 梶原　康司 本多　嘉明
49 継続 全球収量推定に向けた衛星データの利活用に関する研究会 樋口　篤志
樋口・本多
本郷・入江
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2.2.　共同利用プログラム研究の詳細
2.2.1.　第１プログラム共同利用研究の詳細
課題番号 P2013-1
研究課題 合成開口レーダ搭載マイクロ衛星用FPGAの開発
研究者（所属） 難波一輝（千葉大学大学院融合科学研究科）
担当教員 ヨサファット
（Title）Development of FPGA for Microsatellite onboard Synthetic Aperture Radar
（Abstract）
　Signal processing for unmanned aerial vehicle （UAV） with circularly-polarized synthetic aperture 
radar （CP-SAR） uses high-speed FFT computation for large amounts of data. So, it is strongly 
required that signal processing system for CP-SAR is constructed on ﬁeld programmable gate arrays 
（FPGAs） providing high-speed parallel processing and not traditional digital signal processers 
（DSPs）. In the past years, we processed a small example image using the system we designed on an 
FPGA board; we ensured that the designed system is capable of process CP-SAR image with required 
high accuracy. In this year, we provided a system which was capable of processing large JERS-1 
images but used XC6VLX240T, an FPGA with a reasonable price.
（概要）
　円偏波合成開口レーダ（CP-SAR）搭載無人航空機において行われるSynthetic Aperture Rader（SAR）
信号処理においては大量のデータに対し、高速にFFT等の演算を行うことが求められている。そのた
めSAR信号処理システム構成環境として、従来のDigital Signal Processer（DSP）から並列度の高い
Field Programmable Gate Array（FPGA）への移行が強く求められている。昨年度までの研究では、設
計したシステムを実機上に構成し、実験用の小さな画像を用いた画像処理実験を行い、十分な精度を有
する画像処理を行えていることを視覚的に確認した。本年度の研究では、比較的安価なFPGA である
XC6VLX240T を用いたJERS-1の大きな画像の処理を可能とした。
課題番号 P2013-1
研究課題 桜島（鹿児島）及び霧島火山帯の火山活動におけるInSAR画像解析
研究者（所属） 湯地敏史（宮崎大学　教育文化学部・准教授）
担当教員 ヨサファット
（Title） Analysis of InSAR image of Volcanic activity in Sakura island （Kagoshima） & Kirishima 
volcanic zone
（Abstract）
　The long-term consecutive differential interferometric synthetic aperture radar （SAR） technique 
have used to measure the volume change during land deformation. This technique was used to 
investigate active faults in the Miura Peninsula, Kanagawa Prefecture, by assessing the data from 
two Japanese L-band spaceborne SARs （Japanese Earth Resources Satellite 1 SAR and Advanced 
Land Observation Satellite Phased Array type L-band Synthetic Aperture Radar） during the periods 
in 2007–2009. Miura Peninsula faults is active faults that develop in the surrounding waters and 
mid-southern part of the Miura Peninsula. Possibility of earthquake faults Miura Peninsula main 
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part is as follows. Scale of earthquake or more about M6.7, Within 30 years, earthquake occurrence 
probability is 0 ％～ 3 ％ , 6-7 century latest activity time. This study have observation to changes in 
the landscape by using a satellite photos. And to predict the occurrence of earthquake faults Miura 
main part. I study a range of active faults and the Miura Peninsula faults main section area future.
（概要）
　本研究は、現在火山活動が活発化している神奈川県の三浦半島の大型火山地域において、長期の火山
活動により、その周辺の地形及び火山活動状況についてInSARデータを用いて、コンピュータにより画
像解析することで、過去と現在の環境や火山活動変化を調査することを主な目的としている。2007年～
2009年のSatellite 1 SARにより撮影した画像を解析して、火山活動の活発な三浦半島周辺の地形変動を
解析することに試みた。ここ最近では、三浦半島周辺の火山活動が活発化しており、既存の研究予測によ
り、30年以内にM6.7の地震も起こることが予測されている。今後は、これらの研究成果から、画像解析
技術を向上させて火山活動の将来の活動予測の１つの指標を見出すことを主な成果として本研究を進める
に当たり自負している。
課題番号 P2013-1
研究課題 気候モデル数値実験結果による衛星プロダクト導出アルゴリズムの検証
研究者（所属） 森山雅雄（長崎大学大学院工学研究科）
担当教員 本多嘉明
（Title）Validation of satellite product estimation algorithm using climate model simulation data
（Abstract）
　The values of elements calculated by the model are physically and bioecologically consistent each 
other in the model. By comparing satellite data with model data, utilizing for judgmental standards 
the elements whose spatial and temporal characteristics correspond, the mutual veriﬁcation between 
satellite data and model data and the investigation of each change mechanism can be achieved. 
The physical-biological relationship of biosphere change also can be investigated. We had continued 
veriﬁcations on the physical elements. In this year, we performed veriﬁcations on biological elements. 
MODIS NDVI data were compared with the biological elements calculated by the model. For seasonal 
changes of MODIS NDVI and those of model green LAI （GLAI）, the areas where the values of 
NDVI are 0.6 or more are almost correspond with those where the values of GLAI are 3.0 or more. 
Inconsistency is seen in the southern hemisphere land area （Africa and South America）. Further 
investigation is required. For comparison of the differences between 2003 and 2004, feature of the 
differences of NDVI and GLAI is mostly in agreement. In the glowing season, the pattern of differences 
in GLAI corresponds with that in the soil wetness of the preceding month. In the mature season, the 
feature of differences is almost consistent in each month. While the satellite data is the validation data 
for the model, the model results are useful as the relative information for the validation of the global 
scale or regional scale products of satellite data estimated separately by each algorithm.
（概要）
　陸域諸要素に関する衛星観測データとの比較が可能な、2000年代の期間を対象として、衛星観測デー
タと全球気候モデル数値実験結果の相互検証解析を行った。これまでの物理的要素についての解析から、
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モデルによる地表面温度と、MODISによる地表面温度の比較では、その季節変化および年々変動ともに
良く一致していた。モデルによる土壌水分値とAMSR-Eによる土壌水分データの比較については、全球土
壌水分分布の季節変化は概ね一致していたが、年々変動のパターンについては一致しない領域があった。
特に暖候期の土壌水分の年々変動について、モデルによる結果と比較し衛星データは変動量が少ない傾
向にある。また、短波放射量について、MODISによる下向き短波放射量と比較した結果、定量的な差は
あるものの、その季節変化および年々変動のパターンは相互に良く一致していた。AMSR-Eによる積雪被
覆・積雪深に関する相互比較検証を実施した結果では、積雪面積の季節変化・年々反動は概ね一致してい
たが、積雪深の季節変化・年々変動には不一致が見られた。これらの物理要素に関する相互検証結果を考
慮に入れ、検証の対象要素を生物生態学的要素へ拡大した。まず、MODISによるNDVIを相互検証の対象
要素として採用し、モデルによる関連要素との相互比較を行った。MODIS-NDVI（NDVI）とモデルによ
る緑葉LAI（GLAI）の季節変化を相互比較したところ、NDVIの値が0.6以上の領域と、GLAIの値が3.0以
上の領域の季節変化が良く一致することが分かった。ただし、南半球のアフリカおよび南アメリカの領域
で、一致しない領域があることが分かった。これらについては、モデルで与えている植生分布やパラメー
タ値の検討など、今後さらに検証が必要である。特徴的な年々変動を示している、2003年と2004年を対
象として、その間の変動について相互検証を行った。その結果、NDVIとGLAIの年偏差の特徴は、ほぼ一
致していた。生物成長期においては、GLAIの年偏差は、一か月前の土壌水分の年偏差に対応しているこ
とが分かった。また、その後の盛夏期には、年偏差の特徴が一致していた。これらは、生物成長期には、
植物成長の変動が、土壌水分変動に時間遅れを伴って追随しており、成長完了期においては、土壌水分条
件の変動によって植物の活性度が変動することを示していると考えられる。
　これらの研究結果から、衛星データと気候モデル出力データの相互比較検証は、双方のプロダクトの精
度向上にとって非常に有効であることが確認できた。モデルで再現される各要素は、総合的な検証は必要
であるものの、物理的および生物生態学的に矛盾しない相互作用関係を構築している。よって、衛星プロ
ダクトがモデル検証用情報となる一方で、モデルによる再現結果についても、衛星による間接観測データ
から個別にそれぞれのアルゴリズムにより抽出される各要素データの相互検証のための、相対的基準情報
と成り得ると考えられる。
課題番号 P2013-1
研究課題 植生表面にできるカゲ比率と植生の二方向性反射特性の関係
研究者（所属） 松山　洋（首都大学東京 都市環境科学研究科）
担当教員 本多嘉明・梶原康司
（Title） Relationship between Surface Geometric Structure of Vegetation and Bi-directional　 
Reﬂectance Distribution Function
（Abstract）
　Optical remote sensing by earth observation satellites is one of the ways to observe ground surface. 
When we compare satellite imageries taken in different seasons, we have to take into account the 
effect of BRDF （Bi-directional Reﬂectance Distribution Function）. Many radiative transfer models 
have been presented to correct BRDF effect, however, few observations of BRDF at matured forests 
are available because observations of BRDF at matured forests are difﬁcult. This situation leads to 
the difficulty of validating existing models. Increasing numbers of BRDF observations at matured 
forests will help to select suitable model, as well as to point out what we should pay attention in the 
usage of the model.
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　In this study, we constructed new BRDF observation system using small-sized UAV （Unmanned 
Aerial Vehicle）. Then we conducted BRDF observations at larch forests at Mt. Yatsugatake to capture 
the possibility of estimating 3D structure of the forests in this year. The forests of two different 
growing stages were selected. Specifically, we conducted BRDF observations and LAI （Leaf Area 
Index） measurements at the younger larch forest （average height is 6m）, and at the matured larch 
forest （average height is 21m）, respectively.
　As a result of BRDF observations, features of BRDF of the vegetation, i.e., strong reﬂectance in a 
back scattering region and weak reﬂectance in a forward scattering region, appeared clearly at both 
of the forests. This coincides with many previous studies.
　Further, we attempted to reproduce the observational data by simulation to conform the conditions 
of each solar angle using Ross-Li model （BRDF semi-empirical model）. Then we compared BRDF 
characteristics of younger forest and matured forest.
　In both forests, signiﬁcant difference of NDVI （Normalized Difference Vegetation Index）was not 
found. However, HDS （Hotspot-Darkspot Signature） of the matured forest was higher than that 
of the younger forest. HDS reﬂects the geometric structure of the vegetation canopy, and its higher 
value indicates the influence of BRDF feature. The difference of HDS between younger forest and 
matured forest was statistically significant, i.e., BRDF data obtained in this study reflected the 
difference of 3D structure of these forests.
　Using Ross-Li model （semi-empirical BRDF model）, we simulated BRDF using multiple 
observations in a day. BRDF was fairly well simulated when observational data had nearly equal 
solar angle condition to the solar angle condition estimated. We should pay attention to this ﬁnding 
using Ross-Li model in the future.
　This study has constructed BRDF observation system and enables higher frequency and accurate 
BRDF observations, which will certainly contribute to the improvement of this ﬁeld science. In the next 
years, we will conduct further observations using this system, then, we will consider the relationship 
between surface geometric structure of vegetation and BRDF, which is the main theme of this study.
（概要）
　地表面状態を調べる方法として、地球観測衛星による光学リモートセンシングが挙げられる。しかし
ながら異なる時期の衛星画像を比較するには、二方向性反射分布関数（BRDF, Bi-directional Reﬂectance 
Distribution Function）の影響を考慮しなければならない。BRDFとは、観測時の太陽と、観測センサと
観測対象物の位置関係によって反射率が変化する様子を指す。BRDFの影響を補正するため、様々な植物
群落の放射伝達モデルが提示されてきたが、特に壮齢林のBRDF観測は難しく、実測データを用いたモデ
ルの有用性の検証は十分になされていない。より容易に森林のBRDFを観測できる方法を構築し、飛躍的
に実測データを増やすことができれば、多様な植物群落それぞれに最適なモデルを提案することができ、
また、各モデルを使用する際に留意すべき点が明らかになっていくと考えられる。
　そこで、本年の研究では、小型UAV（Unmanned Aerial Vehicle、無人航空機）を用いた新しいBRDF
観測システムを構築した。そして、山梨県北杜市八ヶ岳南麓の、生長段階の異なる二種類のカラマツ林に
てBRDF観測を行い、新しいBRDF観測システムが有用なものであるか検証した。同時に、BRDFデータ
から森林の三次元構造を推定する可能性について検討した。
　具体的には、平均樹高６ｍのカラマツ林（若齢林）と、平均樹高21ｍのカラマツ林（壮齢林）にて、
BRDF観測と地上における植生調査を行った。植生調査は、若齢林にて毎木調査と下層植生の全刈り調査
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を、壮齢林にて毎木調査をそれぞれ行い、葉面積指数（LAI、Leaf Area Index）を求めた。BRDF観測の
結果、BRDFの特性である、後方散乱方向での高い反射率と前方散乱方向での低い反射率を、若齢林と壮
齢林のいずれにおいても観測することができ、これらは先行研究の結果と一致した。
　また、Ross-Liモデル（半経験BRDFモデル）を用いてシミュレーションを行い、太陽天頂角条件を
揃えたBRDFデータを再現したうえで、若齢林と壮齢林のBRDFデータを比較した。二つの森林のNDVI
（Normalized Diﬀerence Vegetation Index）の値はほぼ同じ値であり有意な差はなかったが。各BRDFデー
タから、森林の三次元構造を反映し、BRDFの特徴を示す指標であるHDS（Hotspot-Darkspot Signature）
を計算した結果、若齢林よりも壮齢林のHDSの値の方が大きくなった。両者の差は測定誤差を超えたも
のであるため、今回の観測によって得られた二つのBRDFデータには、森林表面の三次元構造の違いが反
映されていると考えられる。
　さらに、一日の中で複数の太陽条件下でのBRDF観測に成功したため、それぞれの観測結果を用いて、
複数回BRDFシミュレーションを行った。その結果、BRDFシミュレーションの結果は、Ross-Liモデルに
入力する観測データの太陽天頂角条件と、推定する太陽天頂角条件とが近いほど良好な推定結果が得られ
ることが分かった。これは今後Ross-Liモデルをはじめとする半経験BRDFモデルを用いる場合留意すべ
き事項であると言える。
　今回構築したBRDF観測システムを利用すれば、より高頻度で精確なBRDF観測が可能になり、この分野
の研究に大きく貢献できると考えられる。次年度以降、本年度に完成した観測システムを用いて観測データ
を収集し、研究課題である植生表面の幾何情報とBRDF特性との関係について、さらなる考察を加えていく。
課題番号 P2013-1
研究課題 林床からの樹冠構造計測法の開発
研究者（所属） 柴田英昭（北海道大学 北方生物圏フィールド科学センター）
担当教員 本多嘉明・梶原康司
（Title）Development of a method to measure forest canopy structure from forest ﬂoor
（Abstract）
　This research project tried to develop the measurement techniques for canopy structure of natural 
forest ecosystem using the multiple approaches. In fiscal year of 2013, we conducted the detail 
measurement of forest canopy using the helicopter with multiple censers under the collaboration 
with the research groups of CEReS （Profs. Yoshidaki Honda and Koji Kajiwara） at Tomakomai and 
Uryu Experimental Forests of Hokkaido University. We applied the integrated monitoring of spectral 
reﬂectance image to determine the spectral characteristics of leaf and tree canopy for the prediction 
of various leaf trait of canopy in Tomakomai Experimental Forest. The laser investigation on the 
forest ﬂoor was also applied in the integrated forest plots of a swamp forest of Uryu Experimental 
Forest to develop the 3-D structure of tree community and canopy structure. We also organized the 
workshop to share the current understandings and achievement and discuss the next step for our 
collaborative project in June 2013 （in Tomakomai） and February 2014 （in CEReS）.
（概要）
　本共同研究は多角的なアプローチを用いて森林生態系の林冠構造を精密測定することを目的としてい
る。2013年度は北海道大学北方生物圏フィールド科学センター雨龍研究林および苫小牧研究林において、
CEReSの研究グループ（本多嘉明・梶原康司研究室）との共同により無人ヘリコプターを用いた林冠構
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造、樹高分布、分光反射特性等の精密測量を行った。また、同苫小牧研究林内の大規模長期生態系プロッ
ト内に位置する林冠観測クレーンにおいて、ハイパースペクトルカメラを用いた林冠の分光反射特性を測
定し、林冠スケールでの葉の形質を予測し、衛星リモートセンシングとの連携を進めるための取り組みを
開始した。雨龍研究林の湿地林においては地上レーザー測量によって森林内の空間構造を定量化する調査
を実施した。また、20013年６月（苫小牧）、2014年２月（CEReS）には本共同研究における進捗状況や
関連する研究成果情報を共有し、今後の研究の方向性や可能性について意見交換のためのワークショップ
を行った。
課題番号 P2013-1
研究課題 白色光レーザーを用いた温室効果ガスの計測法の開発
研究者（所属） 染川智弘（公益財団法人　レーザー技術総合研究所）
担当教員 久世宏明
（Title）Development of greenhouse gas measurement using the white light laser system
（Abstract）
　We applied a broadband white light laser to a differential absorption lidar （DIAL） technique for 
detecting a variety of greenhouse gases. We performed the white light DIAL measurements and 
proposed a method for retrieving H2O profiles including wavelength differences of the extinction 
coefﬁcient α and backscatter coefﬁcient β. These results show that H2O retrieval needs to reduce the 
effect of aerosol temporal variations by a long time accumulation.
（概要）
　温室効果ガスによる地球温暖化の進行は、地球規模での影響の大きさや深刻さからみて重要な環境問題
のひとつである。こうした温室効果ガスの位置情報を得る手法として差分吸収ライダ （ーDIAL）がある。
DIALでは、測定対象の吸収のある（On）波長、ない（Oﬀ）波長の２波長のレーザー光を使用し、その差
分を取ることで対象の位置情報を得るため、測定対象の吸収特性にあったレーザーを選定・開発する必要
があるが、広帯域な白色光レーザーを用いれば任意の波長での観測が可能となる。そこで、高強度フェム
ト秒レーザーを利用して生成する広帯域な白色光レーザーのDIALへの応用可能性を検討した。
　白色光強度の大きな近赤外に吸収を持つ水蒸気（On: 725, 730, Oﬀ: 750）、酸素（On: 760, Oﬀ: 780）
を測定対象とし、それぞれの波長帯域の干渉フィルターを１分間隔で交換して高度分布情報を得るシステ
ムを構築し、観測を実施した。白色DIALではOn, Oﬀ波長の差が大きいことから、減衰係数α、後方散乱
係数βに波長補正を加えた水蒸気リトリーバルアルゴリズムを開発したが、On, Oﬀの１分の測定間隔に
より大気中のエアロゾル分布が変動し、水蒸気リトリーバル結果に影響を与えることが示唆されていた。
そこで、エアロゾル濃度が薄い観測日では影響が少ないのではないかと考え、別のエアロゾル濃度が薄
い観測結果に本アルゴリズムを適用した（図１．（左、中））。この日の観測結果でも水蒸気リトリーバル
を精度よく行えておらず、エアロゾル濃度が薄いために得られる散乱光の強度が低く、SN比が悪いリト
リーバル結果となっている。次に、ラジオゾンデで得られた水蒸気の観測結果を真値として、本アルゴリ
ズムから得られる水蒸気分布との差をエアロゾル変動εとして評価した（図１．（右））。細線が１分の観
測結果であり、太線が６回（30分）平均の観測結果である。観測の平均時間を長くすることでエアロゾ
ル変動εが小さくなっていることから、平均時間を長くとることでエアロゾル変動を小さくできる可能性
が示された。今後はOn, Oﬀの観測間隔を短くし、平均時間を長くとることでエアロゾル変動を最小限に
とどめた観測の実施や、On, Oﬀ波長の同時取得に向けたシステムの改良を進めていきたい。
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課題番号 P2013-1
研究課題
人工衛星で観測した夜間光をパラメータとしたエネルギー消費の推定に関する
研究　―Suomi NPPのDay/Night Band（DNB）の感度評価とDMSP/OLS夜間
のデータとの比較―
研究者（所属） 原　政直（（株）ビジョンテック）
担当教員 J.T.スリ　スマンティヨ
（Title） Study on estimation of energy consumption by using a parameter of nighttime light intensity 
observed by satellite ― Evaluation of the sensitivity of Day/Night Band of the Suomi NPP 
（DNB） and comparison with DMSP/OLS nighttime data ―
（Abstract）
　Suomi NPP （Suomi National Polar-orbiting Partnership = S-NPP） was launched from Vandenberg 
Air Force Base of California, U.S., on October 28, 2011. It is the satellite which is integrating the 
mission of POES （NOAA）, DMSP （DoD） and EOS （NASA）, and it aimed at the continuity of 
weather and environmental observation, and also the improvement in economical efﬁciency. A sensor 
called VIIRS （Visible Infrared Imaging Radiometer Suite） is mounted on this S-NPP, and it has the 
sensor called DNB（Day Night Band） which inherited DMSP/OLS（Operational Linescan System）.
　In this study, we have developed of the technique of presuming power consumption using the 
luminance information obtained from the nighttime visible image of DMSP/OLS. So it should be 
taking advantage of the research results to date because the operational mission of DMSP will 
be shifted to S-NPP in quite near future. And some characteristics of the sensor of DNB need to 
investigate the characteristics related to the adjustment of the sensor gain especially so that this 
research theme can be promoted continuously. Therefore, we conducted a basic investigation of the 
DNB sensor which is intended to be applied to DNB from OLS research results to date.
（概要）
　Suomi NPP （Suomi National Polar-orbiting Partnership＝ 以 下S-NPPと い う ） が2011年10月28日
に米国カリフォルニア州のヴァンデンバーグ空軍基地から打ち上げられた。S-NPPはNOAA（National 
Oceanic and Atmospheric Administration）が運用するPOES（Polar Orbiting Environmental Satellite）
太線は6回
（30分）平均
細線は1回連続
観測の差分
H2O Off(750 nm)
H2O On(725 nm)
ゾンデの観測結果
α＋β補正
ε(1/km)
 
図１．（左、中）エアロゾル濃度が薄い日の観測結果と水蒸気リトリーバル結果、（右）エアロゾル変動ε
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とDoD（Department of Defense）が運用するDMSP（Defense Meteorological Satellite Program）および
NASA（National Oceanic and Atmospheric Administration）が運用するEOS（Earth Observing System）
を統合し、気象環境観測の継続性とその経済性向上を目指した衛星である。このS-NPPにはVIIRS
（Visible Infrared Imaging Radiometer Suite）というセンサが搭載されているが、そのうちDMSPのOLS
（Operational Linescan System）を継承したセンサとしてDNB（Day Night Band）がある。
　本研究では、DMSP/OLSの夜間可視画像から得られる輝度情報を用いた電力消費量の推定に関する手
法開発を行ってきた。そこで，今後DMSP/OLSからS-NPPに運用が移行されるのに伴い、これまでの研
究成果を生かし、継続的に本研究課題が推進できるように、OLSとDNBセンサの特性の比較・評価を行
い、これまでの研究成果をOLSからDNBへ適用させることを目的とする基礎的調査を実施した。
課題番号 P2013-1
研究課題
衛星画像を用いた沿岸域におけるエアロゾル光学的特性導出精度に関する検討
―オホーツク海北海道沿岸を対象に―
研究者（所属） 朝隈康司（東京農業大学生物産業学部）
担当教員 久世宏明
（Title） Study for the precision of the retrieval algorithm of aerosol optical properties over the coastal 
region from satellite imagery, ― in the case of Hokkaido costal area in Okhotsk Sea―
（Abstract）
　In order to retrieve exactly information of earth surface including the sea surface from satellite 
imagery, it is important to correct the atmospheric effect. The retrieval algorithm which calculate 
the albedo of the ground target, which was classified to already known object beforehand, and 
atmospheric aerosol optical thickness （AOT） from satellite data has been developed till last year. 
In order to examine application of the algorithm to the sea surface albedo in the coastal region, 
it started with the classification of the substance （organic or inorganic suspended substance and 
colored dissolved organic or inorganic matter） which exists in the sea surface from MODIS imagery. 
Object ocean regions were the mouth of the Teshio River, the Yubetu River and the Tokoro River in 
the Soya warm current. The classiﬁcation of the target was performed by the conventional multi-level 
slice method with normalized radiance which value indicate ratio of each respective MODIS channel 
radiance values to the total amount radiance value. As a result, the substance in the sea surface of 
the mouth of the Teshio, the Yubetsu and the Tokoro River were classified into three classes. The 
albedo of the classiﬁed substance and AOT should be calculated in future issue.
（概要）
１．はじめに
　衛星観測データから海表面を含む地球表面の正確な情報を得るためには大気の影響が無視できない。こ
れまでに耕作地や森林など陸域地表面を対象に、対象物をアルベドが既知である物質に分類、特定し、その
アルベドから大気エアロゾルの光学的厚さ（AOT）を求めるアルゴリズムを開発してきた。今年度から、こ
のアルゴリズムを沿岸域の海表面に応用することを検討する。海表面の反射率からAOTを導出する研究は、
外洋域（CASE-Ⅰ Water）で古くから行われている。外洋域に限定することで、海表面における光波の反射
は水とクロロフィルのみによるものと仮定できるからである。外洋と比べて沿岸域では、河川の流入や潮汐、
波浪による対流、混合により有機、無機の懸濁物（SS: Suspended Substance）をはじめ植物プランクトンや
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有色溶存物質（CDOM: Colored Dissolved Organic Matter）など様々な物質が混在する（CASW-Ⅱ Water）
ため海表面反射率からAOTを求めることは困難である。一方、沿岸海域を陸域と比較した場合、海表面に
存在する物質は時間的にも空間的にも変化が激しい。SSなどは数時間で海表面に拡散しその範囲は数kmに
及ぶ場合があるし、沈降により海表面から数時間で除去される場合もある。さらに、植物プランクトンは沿
岸域で大増殖（ブルーミング）する場合もあり、クロロフィルaが占有する面積が１日で数km２変化するこ
ともある。このため、沿岸域をモニタリングする場合は、空間分解能と時間分解能、スペクトル分解能の全
てが高解像である必要がある。しかしながら、空間分解能とスペクトル分解能はトレードオフの関係にあり、
どちらかを優先させざるを得ない場合がある。一方、本研究では対象海域をオホーツク海北海道沿岸域とし
た。この海域は、黒潮を起源とする貧栄養の宗谷暖流が流れているが、この暖流中には富栄養を条件とする
大型プランクトンが優占するという特異な現象が見られる。このメカニズムの解明は持続的な水産資源をモ
ニタリングする上でも重要である。宗谷暖流への栄養の供給はいくつか指摘されているが、そのうちの１つ
として沿岸河川からの流入が考えられる。このため、宗谷暖流流入する陸水の影響範囲を高い時間分解能で
モニタリングすることが不可欠である。また、河口付近という微地形領域を対象とするため空間分解能を優
先する必要があるため、少ないチャンネル数で正確に海表面の対象物を分類することを目的とした。
２．解析方法
　本研究では少ないチャンネル数で海表面に存在する物質を分類することを目的としているため、
MODISの500ｍ解像度の可視域から中間赤外域の７バンドのうちノイズの少ないチャンネル１から４と
チャンネル６の５チャンネルを利用した。MODISの各チャンネルの中心波長は、チャンネル１が650nm、
チャンネル２が860nm、チャンネル３が470nm、チャンネル４が555nm、チャンネル６が1,650nmであ
る。また対象海域は、宗谷暖流沿岸域河口とするが、検証のため流量データが公開されている天塩川、湧
別川、常呂川の３河川河口付近とした（図１（左））。対象物質の分類は、各チャンネルの規格化された放
射輝度を用いてヒストグラムからクラスを作成し従来型のマルチレベルスライスにより行った。
３．結果と考察
　図１に天塩川河口周辺にレイリー補正済のMODISトゥルーカラー合成画像（アルベドの最大値を0.6とし
た）を示す。レイリー補正は6Sを用いてパス並びに大気分子による吸収も含めて補正も行ったものである。
図中の左図は、2010年６月15日でこの日は有色物質が見られなかった。右図は2010年10月12日で有色物
質が見られた。６月（左図）と10月（右図）の有色物質が存在しない陸域から離れた沖合を比べると大気
効果のため海色が異なっている。例えば、北海道西側日本海側では６月のほうが明るく10月が暗い。逆に
東側オホーツク海側では６月のほうが暗く10月が明るい。図２に図１と同じ日の規格化された放射輝度値
のRGB合成画像を示す（規格後の輝度値の割合が0.6になるように調整した）。図２を見ると、有色物質が
見られない海水の部分は同じ水色に見える。このことから規格化された放射輝度を用いた画像は大気効果
を軽減させ海色の分類にも有効であると考えた。図３に天塩川河口における有色物質と海水のチャンネル
１，３，４のヒストグラムを示す。チャンネル１は有色物質が見られた画像と海水のみと判断された画像で
ピーク位置が１％程ずれてはいるが尤度は小さく同じ範囲内にあると考えられる。チャンネル３とチャンネ
ル４は有色物質が見られた画像に関しては、共に３つの山があるように見える。チャンネル２，６に関して
はチャンネル１同様に海水と有色物質が見られた場合で差がみられなかったので割愛した。図３より、天
塩川河口付近に存在する物質は、正規化されたチャンネル３の放射輝度の割合が　50.8±1.6、52.9±0.7、
56.1±2.5の３クラス、チャンネル４で27.4±2.8、33.3±3.1の２クラスに分類した。チャンネル３の52.9付
近、チャンネル４の27.4付近は海水であり、またチャンネル４は30.5付近に山が見られる３峰に見えるが、
海水の尤度が低く27.4の山に裾で重なるので２峰とした。以上のことから、海表面を有色物質２つと海水
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のあわせて３クラスに分類した。図４に、2010年５月30日および2010年10月１日の天塩川河口付近での分
類、図５に、2011年９月27日の湧別川、常呂川河口付近の分類を示す。両図ともオレンジ色がクラス１で、
緑色がクラス２を示す。クラス１はクラス２よりチャンネル３（青バンド）が低いため、河川からの土砂な
ど懸濁態（ISS＋OSS）の可能性が高い。クラス２は河口から遠くに存在するためクラス１より軽い物質で
あり、また、青バンドが高いため有色溶存態（CDOM）の可能性が考えられる。今後、チャンネル数を増
やし、プランクトンなどを考慮した分類精度の向上を目指す。また、分類されたクラスの実際のアルベド
を算出し大気の光学的厚さを同時に算出するアルゴリズムを適用する。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１． 2010年9月12日（左）と2011年10月20日（右）
の北海道周辺の可視合成画像。いずれもレイ
リー補正済であるが、大気効果とパスの影響
により、有色物質がみられない海表面の輝度
が異なっている。
図２． 図１と同日の規格化された放射輝度を用いた
可視合成画像。図１と比べると海色の差異が
抑制されている。
図４．2010年5月30日（左）および2010年10月1日（右）の天塩川河口付近の分類例
 
 
 
図５．2011年９月27日の湧別川、常呂川河口付近の分類例
 
図３． 天塩川河口付近のヒストグラム左からチャンネル１，３，４。図中の赤棒が有色物質、青棒が濁りの
無い海水を示す。チャンネル３，４に比べてチャンネル１は、濁りの無い海水と有色物質の差は小さ
い。また、チャンネル２，６はさらに差が小さかったため割愛した。
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課題番号 P2013-1
研究課題 衛星リモートセンシングデータを用いた自然災害（Geohazard）の監視と予測
研究者（所属） 服部克巳（千葉大学大学院理学研究科）
担当教員 J.T.スリ　スマンティヨ
（Title）Geohazard Monitoring Using Satellite Remote Sensing Data
（Abstract）
　The following two subthemes were dealt with in this research. （1） Study on Ionsospheric 
disturbances using GPS TEC （Total Electron Content） and （2） Satellite remote sensing for 
“geohazard monitoring/forecasting”. As for （1）, we applied the developed neural network -based 
ionospheric tomography algorithm to practical data which includes the possible anomalous changes 
for earthquakes with M≧6 and depth less than 40 km during 1998-2010 and the 2011 Tohoku 
Earthquake （Mw9.0）. 53 earthquakes have been and 28 of them had ionospheric anomalies. Among 
14 of them, there is a local decrease of electron density around 250 km altitude and a global increase 
above the altitude over near the epicenter. With help of Ionosheric simulation, it is suggestive of an 
additive horizontally eastward electric field as one of the possible generation mechanisms. As for 
（2）, a new algorithm for detection of land surface temperature （LST） to forecast large earthquake 
activity. We apply the developed algorithm to the 2009 L’Aquila earthquake in Italy and find the 
thermal anomaly with duration of 3 hours 8 days before the earthquake.
（概要）
　本共同研究では以下の２つのテーマを実施した。
①  GPS電波を利用した電離圏電子総数（GPSTEC）による電離圏擾乱の同定：今年度は昨年度に引き
続いて開発したニューラルネットワークベースの電離圏トモグラフィーの実データ応用を行った。
2000 ～ 2010年に日本付近で40km以浅で発生したM≧６の地震と2011年東北地方太平洋沖地震の
53個のうち28個で地震に先行する電離圏擾乱が確認され、そのうちの約半数で震央上空250km付近
にて電子密度の局所的な低下とそれ以上の高度での増加があることを発見した。その発生機構につい
てグローバルな熱圏・電離圏シミュレーションとの比較を行い、震央付近での水平東向き電場の付加
的発生によるＥ×Ｂドリフトが電離圏電子密度分布の再配置の有力な機構であることを提案した。
②  衛星搭載マイクロ波放射計等のデータ解析：夜間MODISデータを利用した地震活動に伴うLST（Land 
Surface Temperature）の異常検知アルゴリズムの開発を行った。2009年イタリアLʼAquila地震につ
いて適用し、地震と大気の温度異常の時空間関係を統計的に調査した。その結果、地震の８日前に顕
著な温度異常が震央付近で確認できた。これはLisiら（2010）によるAVHRRの解析結果と類似した
結果であった。このことは、地震発生の８日前に少なくとも３時間以上継続した温度異常が震央付近
に発生した可能性を示した。
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課題番号 P2013-1
研究課題 可視紫外波長域を用いた対流圏微量成分観測における土地被覆分類データの応用
研究者（所属） 野口克行（奈良女子大学研究院自然科学系）
担当教員 入江仁士
（Title） Application of land cover type maps to the spaceborne measurements of tropospheric 
constituents
（Abstract）
　We studied the effect of the surface albedo and Bidirectional Reflectance Distribution Function 
（BRDF） over the Kanto Plain （Tokyo） on the spaceborne UV/Visible measurements of the 
tropospheric constituents including NO2, making an empirical model of the surface cover and land 
use types. For the empirical model, we used the High Resolution Land-Use and Land-Cover Map by 
the Advanced Land Observing Satellite （ALOS）/Advanced Visible and Near Infrared Radiometer 
type 2 （AVNIR-2）. We applied the land use type model to the estimation of air mass factor （AMF） 
of the tropospheric NO2. We showed the importance of the consideration of the land types and the 
surface reﬂectance anisotropy when measuring the tropospheric NO2.
（概要）
　本研究では、可視紫外波長域を用いた対流圏微量成分観測を想定し、地表面アルベドの決定に大きく関
わる土地被覆の種類に着目して、最新の土地被覆分類データを応用することでその影響を評価することを
目指した。衛星から大気微量成分を観測する際、紫外可視域を用いる場合は大気中での太陽散乱光ならび
に地表面におけるその反射光を利用し、微量成分の吸収量を計測することになる。従って、微量成分量の
導出の際には地表面反射率の仮定が必要となる。現在使用されている多くの導出アルゴリズムにおいて
は、地表面反射率は等方拡散面が仮定され、１つのアルベド値として入力されている。しかし、最近の研
究により、地表面反射率の天頂角・方位角依存性（BRDF）の考慮が必要であることが示唆されている。
BRDFは土地被覆の種類によって大きく性質が異なるものであり、衛星観測の空間分解能が年々向上して
いることも鑑みると、土地被覆種別ごとに地表面反射率の評価が必要となる可能性がある。そこで、本研
究では次世代衛星である静止衛星およびISSによる対流圏二酸化窒素（NO2）観測を想定し、関東平野上
空の微量成分をDOAS法により観測することを想定したシミュレーションを行った。シミュレーションに
おける地表面反射率パラメータの入力の際に関東平野における土地被覆分類データ（ALOS/AVNIR-2によ
るプロダクト）を応用することで、土地被覆ごとのBRDF（MODISによるプロダクト）が観測に与える影
響を評価した。まず、関東域における土地被覆ごとにBRDFの季節変化を定量的に経験モデル化すること
に成功した。また、土地被覆種別ごとの対流圏NO2観測への影響は最大で数十％にもなること、BRDFを
無視すると対流圏NO2観測への影響は10 ％以上になることなどを明らかにした。
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課題番号 P2013-1
研究課題 SKYNETデータを利用した雲・エアロゾルの光学的特性
研究者（所属） 青木一真（富山大学）
担当教員 高村民雄・入江仁士
（Title）Optical properties of cloud and aerosol by using SKYNET data
（Abstract）
　We collected data of Aerosol and Cloud optical properties during 1994 on the SKYNET observation 
network at each site in the world. Our study is an observation network to understand aerosol -cloud-
radiation interaction in the atmosphere. We provide the information, in this presentation, on the 
optical properties of aerosol and cloud with respect to their temporal and spatial variability.  The 
global distributions of aerosol have been derived from satellite data, and have been simulated in 
numerical model, which assume optical parameters. However, these distributions are difficult to 
derive because of variability in time and/or space. SKYNET instrumentation has been designed to be 
effective for comprehensive understanding the climate change of the atmospheric radiation.
（概要）
　SKYNETデータの再解析を行い、雲・エアロゾルの光学的特性が、様々な観測地点において時間・空間
変動がどのように起こっているか評価し、気候問題における基礎データとして整備を行っている。また、
地球観測 衛星や数値モデルといった地上検証、LIDARやMAX-DOASのような地上観測、同様の観測ネッ
トワークを構築しているNASAのAERONETとの相互比較を行い、気候影響評価をする上での共通問題の
解決につなげるため、基礎データの収集を行った。
課題番号 P2013-1
研究課題
グリッド型衛星利用木造率による首都圏震災時の火災と広域避難に関する減災
対策
研究者（所属） 金子大二郎（（株）遥感環境モニター）
担当教員 J.T.スリ　スマンティヨ
（Title） Countermeasures for Life-risk Reduction against Earthquake Fires using Satellite-based 
Refuge Distance and Wooden-house Ratios 
（Abstract）
　Metropolitan areas face direct-hit type of South-Kanto, Tokai-oki, and Tounankai plate-sliding. 
This study presents urgent refuge and evacuation bridges for pedestrian exclusive use, and super 
quakeproof bridges, by identifying life-risk potential and signiﬁcant districts of hazard using walk 
distance and wooden-house percentages derived from satellite-based land-cover classiﬁcation.
（概要）
１．目的
　著者は、これまでに、首都圏における震災時の多発火災に対し、交通の要衝となる荒川と多摩川を対
象に、衛星利用型の避難危険度（木造住宅率、火災・避難）の評価と、避難時の減災対策（100幅級スー
パー耐震橋梁、公園型避難者専用橋）を提案してきた。本研究では、迫っている東南海地震や南関東地震
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に対し、当面の急ぎの減災対策として、急速施工が可能な群杭式の公園型避難者専用橋を多摩川に整備す
ることを提案し、また、段階的なスーパー耐震橋梁の整備を図った。
２．衛星による木造率と避難距離の計算
　これまでの３か所の研究対象域と、本年の多摩川下流の位置を図１に示した。リスク解析には、分解
能が10ｍと高いALOS衛星のAVNIRセンサーのデータを使用した。教師付き最尤法により土地被覆分類
をした後、延焼し易い木造住宅域のみを抽出した。東京都消防庁のデータ（56 ％）と比較し、木造住宅
率の抽出計算結果を検証した。また、多摩川下流域に指定されている避難地の相対配置も示した。ALOS 
AVNIRの７ピクセル（70ｍ）四方の平均値として木造住宅率を計算し、木造住宅率分布を得た。次に、
抽出された木造住宅の位置座標と、ALOSセンサーの可視域分解能10ｍを使って、住宅地のピクセル位置
から広域避難地への距離を計算した。多数の避難地への距離の中で最も近い距離を避難距離とした。
３．リスク指標の計算結果と橋梁配置
　人命危険度のモデルで示してきた木造住宅率（倒壊と火災の要因）と避難距離の二乗（距離と障害物）
との積により、火災避難危険度を計算した。この際、平均木造住宅率と、基準の避難距離（1.5km）を
使って無次元化し、計算した避難危険度の指標に普遍性を持たせた。得られた避難距離の平面分布を図２
右に示した。位置を明確にするために地図を図２左側に示した。赤色で示された地域は、同時火災時に延
焼し易い地域であることを意味し、人命リスクが高まる。濃紺以外の地域は、木造住宅率が高く、かつ避
難距離の長い危険な地域であることを意味する。計算された指標の分布から、北部の品川区中延や目黒区
北馬込付近、あるいは世田谷区玉川や奥沢、大田区田園調布付近に危険度の高い地域が分布していること
が分かった。一方、前述した問題のように、地震前の豪雨によって河川高水敷が冠水した場合や、津波が
河川内を長距離溯上した場合に喪失する避難受入れ容量を表１に示した。
　計画した避難地面積の44 ％、人数では37 ％に相当する51万人の避難容量が不足する危険な事態となる。
これらの避難地域の人命リスクを軽減するために、減災対策としての橋梁を以下のように検討した。長く連
なる河川高水敷の避難地の中央に位置し、かつ、橋の歩道部分が狭い第二京浜（国道１号、帰宅困難者支援
道路）に架かる多摩川大橋に、公園型避難者専用橋を急いで併設する。なお、軟弱地盤である河口域につい
ては、当時のケーソン基礎に関する建設技術上の問題（潜函病）により、スーパー耐震橋梁を提案した。
 
 
図-１ 同時火災避難時の公園型避難者専用橋対策 
図１．同時火災避難時の公園型避難者専用橋対策
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４．おわりに
　震災時における多発型火災の減災対策として、リスクの予防原則（国連リオ宣言、1992）に沿った都
市インフラの社会的責務に従い、時間的制約からこれまでの提案を修正し、当面に急ぐ100m幅公園型歩
行者専用橋の整備や、段階的な建設計画を提案した。
参考文献
１） 金子大二郎、淺田純作、横山功一：GISと衛星データによる首都震災時の人命危険度のモデル化と再
開発優先地域の抽出、第13回日本地震工学シンポジウム論文集、G020-Thu-PM-1、pp.1-10、2010
２） 金子大二郎、淺田純作：スーパー耐震橋梁と公園型避難歩行者専用橋の条件と概念図、日本地震工学
会・大会-2011梗概集、pp.242-243、2011
３） 子大二郎、淺田純作：衛星データ利用のグリッド型木造率と避難距離によるスーパー耐震橋梁の適地
検討、土木学会年次学術講演会講演集、Ⅳ -044、2p、2012
 
 
図２．多摩川河口域の無次元避難危険度と公園型避難者専用橋の配置案
番号 避 難 地 避 難 場 所 所　　在　　地 区域面積 避難有効面積 避難計画人口 適性
No. 番号 名　称 （地　区） （㎡） （㎡） （人） 備考
全地域 多摩川下流広域避難地全体 13,044,078 7,610,000 1,384,800
１ 51 大　田
多摩川河川敷・
六郷橋一帯
大田区仲六郷、西六郷、東六郷、南六郷 606,300 498,700 74,500
津波、浮島
流出油火災
２ 52
多摩川河川敷・
ガス橋一帯
大田区鵜の木、下丸子、多摩川、田園調
布本町、田園調布南、矢口
606,300 498,700 225,300 津波溯上
３ 186 世田谷
多摩川河川敷・
二子橋一帯
世田谷区宇奈根、鎌田、喜多見、玉川 600,600 482,100 43,500 津波溯上
４ 187A
多摩川河川敷・
田園調布先一帯南
世田谷区上野毛、玉堤、野毛 434,400 197,400 69,600 津波溯上
５ K1 川　崎 等々力緑地 中原区等々力１丁目 366,278 207,000 104,000
６ K2A 多摩川緑地 幸区多摩川河川敷 － － －
多摩川 合計 冠水広域避難地６箇所合計 2,613,878 1,883,900 516,900
６か所 冠水域 多摩川広域避難地総体割合 20.0% 24.8% 37.33
表１．多摩川高水敷が冠水した場合の広域避難地の喪失容量
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課題番号 P2013-1
研究課題 映像観測と衛星データ解析による火山噴煙の動態研究
研究者（所属） 木下紀正（鹿児島大学 教育学部）
担当教員 久世宏明
（Title） Research of dynamic behavior of volcanic clouds based on image observation and satellite 
data analysis
（Abstract）
　Results of ground observation network of eruption clouds at volcanoes in southwest Japan in these 
several years were reported at IAVCEI 2013 Scientific Assembly in Kagoshima, Japan, together 
with satellite image analyses. Strongly increased eruptive activity of Sakurajima volcano since 2009 
and sub-plinian eruption of Kirishima-Shinmoedake volcano in 2011 were recorded by multi-point 
automatic recordings especially with NIR modes. Eruptive activities of insular volcanoes Satsuma-
Iojima and Suwanosejima south of Kyushu were recorded by web-camera systems. Analysis of high 
concentration events of SO2 around Sakurajima volcano in these years with respect to the behavior of 
volcanic plumes was also reported at the same conference. 
　Whole-sky monitoring by ﬁsh-eye web-camera started to work in 2013, and the ﬁrst result on the 
wide dispersion of eruption clouds at Sakurajima volcano in 2013, together with the other image 
recordings, was reported at the 16th CEReS Symposium on Remote Sensing for Environment.
（概要）
　西南日本の最近の火山噴煙活動の地上観測ネットワークの結果を衛星画像解析と併せ、2013年に鹿児
島で開かれたIAVCEI火山国際会議で報告した。2009年から活発化して来た桜島の噴火や霧島新燃岳で起
こった2011年の準プリニー式噴火は、近赤外モードを含む多点自動観測で記録された。九州の南海上の
火山島である薩摩硫黄島と諏訪之瀬島の噴煙活動もウェブカメラシステムで記録された。最近の桜島周辺
のSO2高濃度事象と噴煙流の動態との関係を解析し同会議で報告した。
　魚眼ウェブカメラによる全天画像観測を2013年に開始し、得られた桜島噴煙の広域拡散画像と他の多
点映像記録との比較の第一報を第16回CEReS環境リモートセンシングシンポジウムで発表した。
課題番号 P2013-1
研究課題 i-Skyradiometerを用いた雲の光学特性導出に関する研究
研究者（所属） 片桐秀一郎（東北大学・理学研究科）
担当教員 入江仁士
（Title）A study on the retrieval of cloud optical properties with an i-Skyradiometer
（Abstract）
　Radiative transfer calculations to study feasibilities of i-skyradiometer were made, although 
a precede study mentioned that i-skyradiometer could be used for the retrieval of cloud optical 
parameters. Our study showed that more uncomplicated algorithm can be made in case when the 
differences among the three cloud channels of i-skyradiometer are used. Meanwhile, we studied how 
wide expanse of the satellite retrieval the one observatory could represent using MODIS level 2 cloud 
fraction data and the ground-based data obtained at the Sendai observatory. It is no wonder that this 
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representativeness strongly depends on the cloud roughness and its pattern, however usually one 
ground site can properly shows the closer values to the ones from satellite with a radius of about 15 
km.
（概要）
　i-Skyradiometerの３雲チャンネルを用いて、雲の光学的厚さ、雲粒有効粒径の導出に関して研究を行っ
た。過去の研究により、i-Skyradiometerを用いた雲の微物理特性導出が可能であることが示されている
が、実際に解析を行う場合には、重解の問題などがあり、その適用に際しては注意が必要であった。本研
究では、雲チャンネルの差を取ることにより、先行研究よりもデータを単純化して扱えることを示した。
実際のデータへの適用は今後の研究で実施予定である。一方、人工衛星リモートセンシングにより、雲の
光学的パラメータは全球的に求められているにも関わらず、その衛星解析のピクセル毎の値が、地上サイ
トでの観測とどの様に対応するのか、つまり、どの程度の空間をとって比較すれば、衛星データと地上観
測データの比較をして良いのかについて、雲量を元に調べてみた。その結果、Broken Cloudが広がって
いる場合などは、そのサイズや広がりに強く依存し単純ではない。一般的には地上観測サイトを中心とし
た半径15キロメートルの衛星データをとって比較を行う事が適当であるといえる。
課題番号 P2013-1
研究課題 CP-SAR搭載近赤外カメラと画像抽出用フィルターの開発研究
研究者（所属） 大前宏和（株式会社センテンシア）
担当教員 J.T.スリ　スマンティヨ
（Title）Development of Near-InfraRed camera and analysis of ﬁlter speciﬁcation for CP-SAR
（Abstract）
　Data images were taken using a NIR camera on the assumption that it is mounted on the UAV.
We conducted a study of the specification of the filter required for CP-SAR NIR camera based on 
this result. Image object is a snow, and we analyzed the reflection characteristics by comparing 
white plate. There was a significant difference between the slope snow and flat snow reflection 
characteristics of snow. In the results of spectroscopic observations, reﬂection characteristic of snow 
cover of slope snow is larger than ﬂat snow. Also in the laboratory experiments, there was a trend 
similar to the observations of this time. We believe that it is possible to classify the slope snow by 
combining 2-observating wavelength.
（概要）
　CP-SAR搭載カメラについて、可視カメラに加えて熱赤外カメラの搭載検討を行ったが、ハードを用い
ての撮像は、弊社保有熱赤外カメラを使用するなど、その試験画像データ取得に関しては制約の中での取
得となった。そこで、今年度はUAV搭載を含めて安価に入手できるNIRカメラを用いて画像取得を行い、
搭載可能なNIRカメラに必要な仕様、特にフィルタリングの仕様についての検討を行うことを目的とした
が、一方画像の対象を積雪として、その反射特性について解析を行い、CP-SAR搭載カメラとしてリモー
トセンシングへの活用への貢献も目的の一つとした。（積雪を対象としたのは、データが豊富にあったた
めと積雪の（なんらかの事象に絞った）指標化ということは明確には行われていないためである。ここで
は、先の目標ではあるが、雪崩の早期発見などの指標化を想定している）
　現状では、野外測定値については太陽高度の補正、室内実験でも、光源の補正などが不十分なため、斜
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面積雪としての明確な特性を把握できていない（特に室内実験）が、波長特性に関しては野外測定値には
有意な差があると思われる。室内実験においても斜面角度が大きくなると波長による差異が大きくなる傾
向がある。同時に行った分光観測結果を比較すると斜面積雪の方が平面積雪よりも雪質（こしまり、新
雪）の差異が大きく出ている。また、斜面積雪の反射特性を観測し、NDVIのような指標＝斜面換算係数
を求める（雪崩などの斜面災害に貢献）方向を検討している。平面積雪反射特性図に相当する斜面傾斜角
に対応する特性図を構築して行く事を検討している。フィルター仕様としては、積雪粒径が変わっても
余り反射率に変化のない550nmを基準として、800nm以上の斜面積雪の形状特性差が出やすい800nm ～
900nm辺りの２種を組みあわせることで、斜面特性などが見出せるのではないかと考えている。
課題番号 P2013-1
研究課題 GCOM-C/SGLIセンサによる総生産キャパシティー推定アルゴリズムの開発
研究者（所属） 村松加奈子（奈良女子大学）
担当教員 本多嘉明・梶原康司
（Title） Development of the estimation algorithm of gross primary production capacity for GCOM-C/
SGLI sensor data
（Abstract）
　To estimate gross primary production （GPP）, the process of photosynthesis was considered as 
two separate phases: capacity and reduction. For a particular leaf, photosynthetic capacity mainly 
depends on the amount of chlorophyll and the RuBisCO enzyme. The chlorophyll content can be 
estimated by the color of the leaf, and leaf color can be detected by optical sensors. We used the 
chlorophyll content of leaves to estimate the GPP capacity and introduce the light-response curve 
for estimating the GPP capacity. We developed the algorithm of how to determine the parameters 
of light-response curve from Satellite data. For this study, we used the FLUX data and MODIS 
reflectance data. In this year, we determined the estimation parameters for GPP capacity of open 
shrub, closed shrub, Amazon rain forest. From the results of this year and previous study, it was clear 
that 1） the estimation formula was almost same as grass and close shrub types, 2） the estimation 
formula’s slopes of tree types except for Amazon forest were almost same as each other, 3） GPP 
capacity of Amazon forest was almost same thorough a year.
（概要）
　本研究では、全地球観測衛星GCOM-C/SGLIのデータを用いて、全地球スケールでの二酸化炭素固定量
の推定のアルゴリズム開発を目的とし、光合成をそのキャパシティーと光合成速度低下要因とに分離して
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考え、全地球でのキャパシティーの推定アルゴリズムの開発を行う。衛星による総生産量推定には、光量
と総生産量の線形関係が仮定されることが多いが、光合成の光依存性は非線形関係であることが知られて
いるため、光—光合成曲線のパラメータを衛星データから導出することにより、光合成キャパシティーの
推定を行う方法の開発を行なった。
１） 光—光合成曲線のパラメータを植生機能タイプ毎に植生指標クロロフィルインデックスより導出する
関係式をFLUデータと衛星データ（MODIS）を用いて決定した。これまで、日本のFLUサイトのデー
タを用いて解析をおこなってきたが、全地球に適用するためには、まだ十分ではないため、アメリカ
のFLUXデータを用いて、Open Shrub、Closed Shrub、アマゾン熱帯林での解析を行い、推定式のパ
ラメータを決定した。
２） これまでの研究結果と１）の結果より、草地とOpen Shrubは同じグループで解析できる可能性があ
ること、アマゾンの熱帯雨林以外は光合成キャパシティー推定のための関係式の傾きがほぼ一定であ
ること、アマゾンの熱帯雨林では、光合成キャパシティーは年間を通じて一定であることが明らかと
なった。以上より、光合成キャパシティー推定のための土地被覆分類において、いくつかの植生タイ
プは１つの項目として分類を行えばよいことが明らかとなった。しかしながら、まだ全地球の総生産
キャパシティー推定の精度向上のためには、その他のFLUXサイトのデータについても、上記が成立
するかについて解析を行う必要がある。
３） 光合成キャパシティー推定のアルゴリズムのためには、植生タイプ分類図が必要である。常緑性、
落葉性などの季節変化が一致している場合両者の分類は困難である。ALOS/AVNIR-2の分光情報と、
PRISMの多方向情報を用いて検討を行った。PRISMの前方視と後方視の比が小さい値では、樹冠の
凹凸度が低く、比の値が高いほど、樹冠の凹凸度が高い傾向にあることが明らかとなった。分光情報
とあわせて、今後総生産キャパシティー推定における植生タイプ分類への利用方法を検討する。
課題番号 P2013-1
研究課題 マイクロ波による海氷物理量計測に関する研究
研究者（所属） 若林裕之（日本大学工学部）
担当教員 J.T.スリ　スマンティヨ
（Title）A study on accurate sea ice physical parameter retrieval from SAR data
（Abstract）
　The main objective of this research is to investigate the possible use of synthetic aperture radar 
（SAR） data to monitor sea ice in the southern region of the Sea of Okhotsk. There are a lot of 
SAR satellites operating in orbit, and most satellites can observe the ground targets with various 
observation parameters. We would like to ﬁnd out the suitable observation parameters for monitoring 
sea ice in relatively thin sea ice area. In-situ data collections on Lake Saroma were carried out in 
2012 and 2013, which were simultaneously with ENVISAT/ASAR and RADARSAT-2 observations. 
We found that the VV to HH co-pol backscattering ratio decreases as the ice thickness, which was 
found in our previous work. We will use the measured dielectric constant of the ice surface for 
improving the backscattering coefﬁcient model for thin sea ice.
（概要）
　本研究では、合成開口レーダ（SAR）データを使用してオホーツク海南部の海氷領域をモニタリング
することを主目的としている。現在SARを搭載した人工衛星の本格的な運用が行われており、数多くの
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衛星がSAR観測データを収集している。これらの衛星は1990年代に運用されたSAR搭載衛星に比較する
と、基本的性能（S/N, S/A等）が向上するとともに、様々な観測パラメータ（分解能、入射角、偏波、周
波数）でデータ取得が可能になっているが、海氷観測に適する観測パラメータについては未だに明確に
なっていない。
　以上の背景のもとに、2012年と2013年にSAR搭載衛星（ENVISAT/ASAR, RADARSAT-2）と同期した
海氷観測実験で取得した衛星および地上観測データの解析を実施した。その結果、VV/HH比が海氷厚と関
係していることがわかった。また、直接測定を行った海氷誘電率が海氷誘電率モデル推定値と比較すると
大きな値を示すことが判明した。今後は、観測実験のデータをもとに、海氷誘電率モデルの改良を行うこ
とによって、海氷の後方散乱特性の理解につなげる予定である。
2.2.2.　第２プログラム共同利用研究の詳細
課題番号 P2013-2
研究課題 地表面放射収支解明のための大気放射量と地表面温度の推定
研究者（所属） 菅原広史（防衛大学校地球海洋学科）
担当教員 高村民雄
（Title） Estimation of downward logwave radiation and surface temperature for surface radiation 
budget
（Abstract）
　Purpose of study is development of an estimation metrology of long wave downward radiation ﬂux 
and surface temperature. We focus on an application of this methodology for cloudy days because it 
should be used in the climate study.
　Estimation of physical properties in ground earth soil presented by Sugawara et al. （2001） which 
aimed for urban building area was tested for vegetation area. Results are compared to the previous 
studies. Sensitivity analysis was performed in this methodology, and we found that the lower 
boundary condition is not so much inﬂuential to the results.
（概要）
　本研究は地表面での下向き長波放射量および地表面温度の推定方法を開発し、地表面の放射収支推定を
全球規模で長期間にわたって行う。気候変動の解析を念頭に置くため、特に曇天時における推定方法につ
いて検討する。
　地表面温度を推定するための地表面モデルでは、土壌の熱物性値が必要となる。本研究ではSugawara 
et al（2001）で都市域（ビル街）を対象として提案された熱物性値の推定手法が植生地においてもどの
程度適用可能なのかを検討した。植生を含んだ地表面に適用した結果、既往研究と比べておおよそ妥当な
熱物性値が得られた。推定の際に仮定が必要となる深部境界温度への依存性は小さく、この温度は月平均
値を与えることで十分であることがわかった。
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課題番号 P2013-2
研究課題 多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究
研究者（所属） 青梨和正（気象庁気象研究所）
担当教員 高村民雄
（Title）Study on hydrometeor retrieval using multi-frequency microwave radiometer data
（Abstract）
　The purpose of the present study is to develop an Ensemble-based Variational Assimilation （EnVA） 
scheme with sampling error damping method for the Cloud-Resolving Model （CRM）. This is because, 
in ensemble-based assimilation schemes for CRMs, sampling error is serious, in particular, for 
precipitation-related variables （precipitation rate, vertical wind speed） because they are conﬁned in 
rainy areas.
　Based on the CRM ensemble forecast error analyses for various precipitation cases, we developed 
the sampling error damping method that consisted of a Neighboring Ensemble （NE） method and 
a dual scale separation of NE. The NE method approximated the forecast error correlation using 
NE members within a reduced-grid box （5 x 5 grids in the present study） based on the spectral 
localization assumption. In the dual scale separation, we divided the NE forecast error into large-
scale portions （13 x 13 grid averages in the present study） and small-scale deviations so as to reﬂect 
the horizontal scale differences in forecast error between precipitation-related variables and others.
　In order to introduce the sampling error damping method to the three-dimensional EnVA, we 
assumed that the EnVA analysis increments were subject to the dual scale NE forecast error 
subspace. In addition, we introduced a vertical reduce approximation using the primary Singular 
Value Decomposition （SVD） modes of the vertical cross correlation of the dual scale NE forecast 
error. Since the SVD modes were mutually independent, the three-dimensional cost function of 
EnVA resulted in that for the horizontal component of the analysis increment of the each SVD mode. 
Then, we horizontally diagonalized the background term of the cost function using the horizontal 
correlation of the NE forecast error. We used the conjugate gradient scheme to solve the nonlinear 
minimization of the cost function, and obtained the optimal analysis increment for the ensemble 
mean. Then, we calculated the analysis increments for ensemble members with the analysis error 
covariance at the reduced grids.
　In order to examine the EnVA scheme, we performed OSSEs for several meteorological disturbance 
cases. The results show that the NE method was successful in producing plausible analyses of 
precipitation-related variables from the simulated surface precipitation even for grid points where 
less than 20 ％ of the ensemble members forecasted precipitation, and that the dual scale separation 
of NE made spatial scale changes in analysis increments in correspondence with precipitation rates. 
The EnVA scheme was also successful in retrieving precipitation ﬂags and precipitation proﬁles from 
the simulated multi-channel microwave brightness temperatures that were non-linear functions of 
various precipitation-related variables.
（概要）
　本研究の目的は、サンプリング誤差抑制法を含むEnsemble変分同化法スキム（EnVA）を雲解像モデル
（CRM、具体的にはJMANHMを想定）用に開発することである。これはCRMのEnsembleを使った同化法
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では、特に降水物理量に対して、サンプリング誤差が深刻な問題となるためである。
　様々な降水事例のEnsemble予報誤差解析に基づき、Neighboring Ensemble（NE）法と、NEの２スケー
ル分離から成るサンプリング誤差抑制法を開発した。NE法は、Spectral Localization（SL）の仮定に基
づき、粗格子内（本研究では、5 x 5 grids）のNEを用いて予報誤差を近似する。NEの２スケール分離は、
水平方向の予報誤差相関パターンの降水物理量とそれ以外の物理量の違いを反映させるため、NE予報誤
差を大規模場（本研究では、13 x 13 gridsの平均）とそこからの偏差へ分離する（降水物理量は偏差成分
のみを持つと仮定した）。
　上記サンプリング誤差抑制法を、３次元のEnVA（解析変数は、風速（Ｕ，Ｖ，Ｗ）、温位、RHW2、降
水強度、地上気圧）に導入するために、我々は、EnVA解析インクレメントが、２スケールNE予報誤差
空間に属すると仮定した。我々は、鉛直方向の縮小近似を導入し、この予報誤差空間を２スケールNE予
報誤差の鉛直方向の相互相関のSingular Value Decomposition（SVD）主要モードで表わした。（本研究
では、このSVDは、大規模場については、大規模場の水平スケール（ ～ 600km）の領域平均の鉛直相
互相関から計算した。偏差成分に対しては、各粗格子のgrid box毎の鉛直相互相関から計算した。）各点
のSVD主要モードは互いに独立なので、コストファンクションは、各モードの解析インクレメントの水
平成分についての式に帰着する。次に、我々は、NE予報誤差の水平方向の相関を使って、コストファ
ンクションの第１推定項を水平方向に対角化した。我々は、上記のコストファンクションを共役勾配法
によって最小値化し、Ensemble平均の解析インクレメントの最適値を求めた。そして、各粗格子点での
Ensemble解析誤差共分散からEnsembleの各メンバーの解析値を計算した。RHW2、降水強度から、水物
質（雲水、雲氷、雨、雪、あられ）への変換には最小２乗法を使った。
　本研究のEnVAのチェックのため、我々は、いくつかの降水事例についてOSSEを行なった。地上降水
強度のシミュレーションデータを同化した結果は、NE法が、降水有りのEnsemble memberの割合が20％
以下の格子点でも尤もらしい降水物理量の解析値を作るのに成功していることを示す。また、ゾンデ観
測のシミュレーションデータを同化した結果、NEの２スケール分離によって、非等方で降水強度に応じ
て空間スケールの変わる解析インクレメントが作られていることを示す。また、EnVAは、様々な水物質
などの非線形函数であるMWI TBの多チャンネルシミュレーションデータから、降水フラッグや降水プロ
ファイルの情報をリトリーブするのに成功している。
課題番号 P2013-2
研究課題 SKYNETデータを用いた大気特性量の検証
研究者（所属） 久慈　誠（奈良女子大学）
担当教員 高村民雄
（Title）A validation study of atmospheric properties with SKYNET data
（Abstract）
　It is important to investigate validity of atmospheric products, such as aerosol, cloud, and water 
vapor, retrieved from satellite observation data. Consequently, we examined SKYNET ground-based 
observation data to be compared with the satellite products. We made a match-up data analysis of 
sky radiometer, Optical Particle Counter （OPC） and LIDAR under the visual hindrance conditions. 
As a result of the data analyses at Fukue-jima island from 2003 to 2004, it was conﬁrmed that the 
properties such as aerosol loading, light absorptivity, particle size, non-sphericity were different 
depending on the atmospheric phenomenon types such as Kosa and haze from the normal conditions. 
The properties were also consistent to each sensor even though they have inherent optical ranges 
― 73 ―
under the visual hindrance conditions. It is suggested that the characterization of atmospheric 
phenomena should be compared with satellite observation for longer terms.
（概要）
　本研究では、地上観測データと衛星観測データを比較することで、それらから導出されるエアロゾル、
雲、水蒸気等の大気プロダクトの相互検証を行う。本年度は、地上観測データから得られる大気プロダ
クトの特性について調べた。具体的には、SKYNETの観測サイトの一つである長崎県福江島での地上観測
データ（スカイラジオメータ、OPC及びライダ）のマッチアップ解析を行った。2003年と2004年の観測
データを解析した結果、エアロゾル量、吸光性、粒径、非球形性は、黄砂やもやなどの大気現象の際に大
きく異なることが明らかになった。さらに、視程障碍時におけるこれらの特徴は、観測範囲の異なるセン
サを用いても整合性のあることがわかった。今後は、衛星観測データ等も含めて、より長期間の大気現象
の特徴づけを行う予定である。
課題番号 P2013-2
研究課題 アジアモンスーン域の雲・エアロゾル・降水の共変動の研究
研究者（所属） 高橋　洋（首都大学東京）
担当教員 樋口篤志・高村民雄
（Title）Co-variability of cloud-aerosol-precipitation over the Asian monsoon region
（Abstract）
　We have investigated the co-variability of Aerosol-Cloud-Precipitation over the Asian monsoon 
region. We focus on the co-variability on interannual time-scale. We found that interannual variation 
of aerosol optical depth was associated with the El Niño-Southern Oscillation. The variation was 
statistically significant when we used long-term satellite datasets （more than 10 years）. We are 
going to investigate the physical processes in the future study.
（概要）
　アジアモンスーン域のエアロゾル－雲－降水の共変動について調べた。本研究では、年々変動の時間ス
ケールをターゲットにした。エアロゾルの光学的な厚さは、エルニーニョ・南方振動現象に関連して、変
化することがわかった。また長期間の衛星データを使用し、統計的に有意な変動をしていることを見出し
た。今後は、詳細な物理プロセスの解析を行いたい。
課題番号 P2013-2
研究課題 衛星からのUV-Vis-IR観測による対流圏オゾンリトリーバル手法の研究
研究者（所属） 北　和之（茨城大学 理学部）
担当教員 齋藤尚子・入江仁士
（Title） Investigation of retrieval technique of tropospheric ozone from UV-Vis.-IR spectra measured 
from a satellite
（Abstract）
　Accompanying with recent development of industry and economy in Asian countries, emissions 
of air pollutants have been increasing significantly. Long-range, transboundary transport of these 
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pollutants probably affects the atmospheric environment and the regional climate in this region. 
In Japan, surface ozone concentration has been gradually increasing and photochemical smog 
sometimes occurs not only in urban regions but also in remote areas, and one of the causes of this 
ozone increase is considered to be transboundary transport of polluted air masses in East Asia. 
　Satellite observation of air pollutants, such as ozone, over Asia is expected to understanding 
their photochemical and transport processes as well as the spatial and temporal variation of their 
emissions in this region. However, the remote sensing of the lower tropospheric ozone from a satellite 
has not fully succeeded so far. We have proposed that the lower tropospheric ozone can be evaluated 
from the simultaneous measurement of UV and Visible solar backscatter spectra, because effective 
optical path length for the UV （Huggins bands） and the visible （Chappuis bands） backscattered 
light near the surface is significantly different due to the difference in the Rayleigh scattering 
cross-section. For the evaluation of the lower tropospheric ozone with practical precision with this 
technique, it is necessary to retrieve ozone column amount with high precision for both UV and 
visible measurement. In order to conﬁrm the precision of DOAS ﬁtting for UV and visible spectra, 
solar direct light spectra were measured, indicating that ozone column amount can be retrieved 
both from visible and UV spectra. Validating observation of the tropospheric ozone amount from 
an aircraft has shown that the retrieval of ozone from the visible backscattered spectra is quite 
sensitive to the surface albedo spectra although the ozone column amout evaluated from the UV 
backscattered spectra is consistent with the calculation from path length simulation result and the in 
situ measurement of ozone proﬁle.
（概要）
　対流圏オゾンは、化石燃料の燃焼などで放出される窒素酸化物等のオゾン前駆気体から光化学反応で
生成する。日本では、各種規制によりオゾン前駆気体の放出量・大気中濃度ともに減少傾向にあるが、
1980年代後半より対流圏オゾン濃度は逆に増加傾向にある。その原因として、アジア大陸などからの越
境汚染の影響などが挙げられているが、正確にはまだよくわかっていない。
　地表オゾン（オキシダント）濃度については、日本では全国常時監視局でのモニタリングネットワーク
で測定されているが、境界層～下部自由対流圏を輸送されてくるものに関してはその量を地上での直接測
定のみで評価することは困難である。地上からの紫外分光リモートセンシング観測では従来成層圏成分
と対流圏成分の分離が難しかったが、対流圏カラム量を分離して推定する手法として近年MAX-DOAS法
が開発・発展し、二酸化窒素などいくつかの成分についてはよい精度での観測が可能になってきており、
徐々に観測がネットワーク化しつつある。しかし、成層圏成分が圧倒的に多いオゾンについては、MAX-
DOAS法によっても、よい精度で対流圏成分を分離して測定することが難しい状況である。また、衛星観
測ではMAX-DOAS法のように視線方向を変えることによって対流圏成分を分離して測定することは原理
的に難しく、さらに困難である。
　そこで、紫外分光に加え、可視域および赤外、テラヘルツ域での同分光観測とシナジーリトリーバルに
より地表付近のオゾン量を推定する手法を提案している。しかし、Chappuis帯の吸収断面積は比較的小
さく、しかも吸収の波長依存性が小さいので、差分吸光フィッティングによるオゾンカラム量推定が難し
く、また地表反射光の影響が無視できないので、地表反射の波長依存性による干渉も問題となる。今回、
可視域Chappuis帯での差分吸光フィッティングの精度が十分であるか確認するための太陽直達光観測お
よび地表散乱光スペクトルの推定、さらに航空機からの模擬観測の結果について報告する。
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直達光観測
　可視域Chappuis帯での差分吸光フィッティングの精度を確認するため、紫外および可視の２波長域で
ほぼ同時に太陽直達光観測を行い、そのデータ解析によりオゾンカラム量を推定した。太陽直達光観測で
は、可視および紫外域で光路長が有意に異なる散乱光と異なり、波長によらず光路が同じとみなして良い
ので、紫外および可視の両波長域で求めたオゾンカラム量は一致するはずである。
　観測は茨城大学構内にて実施した。太陽追尾装置（TM-2DX）に減光フィルターを装着して、太陽直達
光を石英光ファイバーで分光器（MAYA2000pro）に導入した。分光器の波長分解能は約0.5nmで、光信
号は感度の高い裏面照射型CCDにより16bit分解能で記録される。露光（積分）時間は0.1秒で、100スペ
クトルを一度に観測した。このスペクトルに差分吸光フィッティングで得られたオゾンカラム量は、可視
および紫外域でそれぞれ7.68×1018cm－2および7.41×1018cm－2と４％の範囲で一致している。当日の気
象庁によるつくばでのオゾン全量は7.66×1018cm－2であること、この不一致の原因は分光計の装置関数
の誤差および屈折の影響による光路長の違いによるものと考えられ、現在装置関数推定の安定化および屈
折の影響の推定を行っている。
地表面反射スペクトルの推定
　地表面アルベド・反射スペクトルを測定・推定するには、できるだけ地面に近い高度で天頂方向からの
光強度と鉛直下方からの光強度を観測し、両者の強度比からアルベドを推定する。今回、後で述べる航空
機による模擬観測のためその観測航路下に存在したさまざまな地表面状態に対応する地表面反射スペクト
ルを推定するため、その観測中に800ｍの低高度で観測されたスペクトルを用いて、地表面アルベドの推
定を行った。しかし、高度が800ｍといえども鉛直下方からの光には、地表面での反射成分以外にも大気
中で散乱された成分が含まれている。また、逆に地表で反射された光が大気分子やエアロゾルにより散乱
され観測されない成分もある。このように、航空機の周辺および下方の大気による散乱・吸収等の影響が
あるため、鉛直下方／天頂の光強度比から直接地表面アルベドを推定することはできない。
　そこで本研究では、放射伝達モデルSCIATRAN（Rozanov et al., 2005）を用いて、観測される各波長
において、様々な地表面アルベド値を仮定して放射伝達シミュレーションを行い、観測時の航空機下方お
よび周辺での大気による散乱や吸収を考慮し、観測高度における天頂方向に対する鉛直下方での太陽散乱
光強度比を推定し、実際の観測によって得られた光強度比と比較する。観測値と一致する結果が得られた
シミュレーションにおいて仮定しているアルベド値が実際の値であると考え、推定を行った。大気エアロ
ゾルの影響については、観測日に観測域に近いつくばで行われたライダーによるエアロゾル後方散乱係数
の測定値から推定した。図１は、シミュレーションによって得られたこの光強度比とアルベドの関係であ
る。アルベドの増加に伴って光強度比がほぼ直線状に増加していることが示されている。増加の傾きは短
波長よりも長波長のほうが大きい。この結果と航空機で観測されたNadir方向からの散乱光スペクトルと
天頂散乱光スペクトルとの比を比較することで求めた地表散乱スペクトルを図２に示す。ここで示した値
は、各地表面状態に対応する測定データから求めた値の中央値である。
航空機模擬観測による対流圏オゾンカラムの推定
　2012年９月10日及び13日に茨城県つくば市上空にて航空機観測を行った。この観測は国立環境研究所
と合同で行っている。使用した機体はBeechcraft Super King Airである。紫外および可視の散乱光スペク
トルは、天頂方向および鉛直下方の光学窓を通し、分光器Maya2000Pro２台で測定した。観測は、高高
度約8.9kmと低高度約800ｍの二つの高度で水平飛行中に実施した。高度8.9kmで測定した太陽散乱光ス
ペクトルからDOASによるオゾン濃度導出を行い、高度800ｍで測定した太陽散乱光スペクトルからは前
出のように地上反射スペクトルの導出を行った。上昇・下降中に航空機に搭載したオゾン計によるオゾン
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高度分布を測定している。また９月13日には、オゾンゾンデによるオゾン鉛直分布を測定している。
　測定された天頂方向および鉛直下方からの散乱光スペクトルに暗電流除去および装置関数補正を行っ
て、両者の比にさらに対数を取ったものに差分吸光フィッティングを行いオゾンカラム量を、UVおよび
Visibleそれぞれ求めた。この際に大気分子やエアロゾルによる吸収散乱のほか、図２に示したような各
地表条件による地表散乱スペクトルの寄与も推定した。高度8.9kmからの視野中には複数の地表状態が含
まれるため、差分吸光フィッティングの中で各地表状態の寄与率も推定した。図３は、紫外散乱光に対す
るフィッティングの一例を示す。スペクトル構造中にオゾン吸収の寄与は予期していたよりずっと小さ
い。これは、天頂方向と鉛直下方からの散乱光スペクトルの比を取った際に、天頂方向散乱光には航空機
高度より上方での多重散乱光成分によってそこでの光路長が図４（上下）に示すように大きくなり、し
たがってオゾンカラム量も大きくなっていた。それが対象としている航空機高度より下方でのオゾンカ
ラム量と相殺してしまったため、差分オゾンカラム量がもともとの対流圏オゾンカラム量より一ケタ小
さくなってしまったためである。そのため、推定されたオゾンカラム量ももちろん小さくなるとともに、
フィッティング誤差も相対的に非常に大きくなってしまった。
　図５は、紫外域、可視域において実際に航空機から観測されたスペクトルに、差分吸光フィッティング
図１
 図２
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を行った結果を示す。紫外域では、観測から求めたオゾンカラム差分量と、直接測定されたオゾン濃度お
よび放射伝達計算で求めたAMFから計算した値とがよく一致している。この差分量が小さいことと観測
値の散らばりが大きいのは、上記のように天頂方向と鉛直下方でのオゾンカラム量の相殺のためである
が、計算されたカラム差分量の時間変化が観測値でもきちんと見られている。しかし、可視域では一致し
ない時がある。これは、オゾンの吸収断面積の波長変化と、収穫後の水田の地表アルベド（反射率）の波
長変化の類似から、DOAS ﬁtting結果が安定しないためであると考えている。図６は、可視域での各観測
スペクトルから推定されたオゾンカラム差分量と、各地表状態の地表散乱スペクトルの寄与を比較したも
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のであり、オゾンカラム差分量と特に刈田による散乱の寄与とがよく反相関していることがわかる。現状
で、本手法による下部対流圏オゾン推定における最大の誤差要因は、可視域でのDOAS ﬁttingによるオゾ
ンカラム推定の誤差、特に地表面反射スペクトルの不確定によるものであることが示され、それを小さく
する対策が必要になる。
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2.2.3.　第３プログラム共同利用研究の詳細
課題番号 P2013-3
研究課題 準天頂衛星『みちびき』の山間地谷底部における精度検証実験
研究者（所属） 尾藤章雄（山梨大学教育人間科学部）
担当教員 近藤昭彦
（Title） Research Project of Veriﬁcation of Precision about GPS positioning Information derived  from 
the Quasi-Zenith Satellite “MICHIBIKI”System at Deep Valleys.
（Abstract）
　Automated methodological data acquisition system via APRS wireless network constructed in 2012-
13 （CERES Project Study） is successfully replaced by the DOCOMO mobile phone network. From 6 
points of weather stations located along the Arakawa River in Kofu Basin, basic weather data （Temp, 
Humidity, Wind direction and speed, air pressure etc.） are corrected every minute at the center 
Server set at Yamanashi Univ. And also, weather data from stations are indicated at the Google Map 
on internet at real time operations. Cost is 2,835 yen per 1 station per month except starting cost 
22,300 yen for module, battery, and cables）. Constant & sustainable works by the stand alone battery 
are severe issues in our system. This weather data will contribute to the Heat-Island
Study around the Kofu DID area appeared in cold winter mornings.
（概要）
　気象観測ステーションからの気象データを無線伝送によって基地局で集約するシステムを、安定した携
帯電話ネットワークに置き換え、将来的に甲府盆地のヒートアイランド研究に資するシステムを構築し
た。NTTドコモ社の提供する携帯端末FOMAモジュール（UM-03KO）をDavis社のCabled Vantage Pro2
にシリアル接続を行い、15項目にわたる観測された気象データを１分間隔で大学のサーバーに集約した。
気象観測ステーションは甲府盆地を南北に貫流する荒川河川敷に６カ所設置した。機器類の購入及び運用
にかかるコストはモジュール19,100円、気象ステーションコンソールとモジュールを稼働させるための
カーバッテリー、DC-AC変換コンバーター及び各種接続コード類を合計して22,300円ほど、回線契約は
ドコモ社のデータ通信従量プランにプロバイダー mopera利用料を合計して１ヶ月間の維持費は１台あた
り2,835円である。内部に組み込んだインターフェイスボードは時間間隔ごとに定期的に出力する「APRS
ロギングモード」と、外部機器側からの送信要求命令に対して応答する「シリアルロギングモード」の両
方に対応できる仕様とし、気象観測ステーションコンソールとのRS-232C通信を確立すると、FOMAネッ
トワーク交換器と接続し、外部装置と交換器間の通信を確立する（PPPリンク）ようにした。交換器は
インターネットゲートとのデータパケット交換を確立し（IP接続）、同時にUM-03KOと交換器もIP接続
した。１分おきに６カ所の気象データが瞬時に集約され、Google Map上に表示されることに成功したが、
課題として、このモジュールの通信をバッテリーだけで連続的、安定的に維持する事が大変困難で、太陽
電池などの電源供給策が必要であることがわかった。
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課題番号 P2013-3
研究課題 広域観測SARデータを用いたチタルム川流域内の作付け水田抽出
研究者（所属） 牧　雅康（京都大学大学院工学研究科）
担当教員 本郷千春
（Title）Extraction of rice-planted area using wide-angle scanning SAR data
（Abstract）
　For prediction of rice yield on regional and global scale, it is necessary to estimate geographical 
distribution of transplanting date. An optical satellite sensor is helpful for estimation of transplanting 
dates. In particular, MODIS is often utilized. However it is difficult to obtain available images 
constantly from MODIS because it is often affected by clouds. On the other hand, COSMO-SkyMed, 
which is a kind of SAR sensors, can supply data under any atmospheric condition at high spatial and 
high temporal resolution. However, there have been no previous cases in which transplanting dates 
are detected constantly using SAR data. Therefore, in this paper, the geographical distribution of 
transplanting date was estimated from MODIS images and COSMO-SkyMed images and the results 
were compared. As the result, while the transplanting dates could be estimated accurately from 
COSMO-SkyMed images, there were several estimation failures from MODIS images mainly because 
of its spatial resolution.
（概要）
　地域および全球規模で米の生産量を予測するためには、水稲の移植時期の空間分布を推定し把握するこ
とが必要となる。これまで、高頻度の観測が可能な光学センサであるMODISがしばしば利用されている
が、対象地域では雲の影響を受けるため、定期的にMODISで観測することは難しい。これに対して、全
天型のSARセンサの一つであるCOSMO-SkyMedは、複数機による観測によって、高頻度に定期的にデー
タ取得が可能である。しかし、このようなSARデータを使った移植日推定は、これまで行われていない。
よって、本研究では、従来のMODISおよび提案するCOSMO-SkyMedによるそれぞれの移植日推定結果の
比較を行った。その結果、COSMO-SkyMedは、MODISでは抽出困難であった作付け水田の多くを抽出す
ることが可能であることが確認出来た。
課題番号 P2013-3
研究課題 チタルム流域における窒素負荷量の時・空間分布
研究者（所属） 吉田貢士（茨城大学）
担当教員 本郷千春
（Title）Spatial and Temporal Distribution of Nitrogen Load in Citarum River Basin
（Abstract）
　High-quality fresh water is limited in quantity, and there is a need for comprehensive water 
management. Therefore, control of water pollution has become important in many developing 
countries. In the case of the Citarum River, domestic water for Jakarta and Bandung city has 
problem of quality and quantity, so water quality assessment is quite important. Although nitrogen is 
essential for living organisms as an important constituent of proteins, excess enriched nutrients may 
cause eutrophication of water bodies, especially in lakes or reservoirs.
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　Figure 1 shows the observed total nitrogen （T-N） concentration at Nanjung station, which is 
located a little bit upstream from Saguling reservoir. The T-N value sometime exceeds 10 mg/L. At 
Nanjung station, the measurement is affected by waste water from Bandung city and drained water 
from upstream agricultural ﬁelds that ﬂow into the Citarum River.
　In the Citarum River, hydrological and water quality data were very limited because of the low 
frequency of measurements and the fact that data are only observed at a few main stream points. 
Therefore, it is difficult to evaluate the distribution of the nitrogen pollution load, especially from 
non-point sources. However, nitrogen loads from point sources such as human and livestock origin 
can be estimated roughly. Food and Agriculture
　Organization, FAO spatial livestock density data （5-km resolution） and pollution load factors 
data from Kunimatsu and Muraoka were used for calculation. Figure 2 shows spatial distribution 
of nitrogen loads from each source in the Citarum basin. Bandung is a highly populated city, so the 
pollution load is rather large compared to that of a rural area.
　In many developing counties, waste water from urban build-up is directly drained into river 
without treatments. In rural areas, wastes from livestock or human livings are stored in agricultural 
fields or other soil layers. Such wastes decompose slowly. Therefore, for pollution control or 
management, a nutrient dynamic model in the soil or water bodies should be developed and applied.
Fig. 1　Observed total nitrogen concentration from 1990-2008.
Fig. 2　Distribution of nitrogen loads in Citarum river basin.
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課題番号 P2013-3
研究課題 モンゴル高原の土壌水分と植生の時空間変動特性
研究者（所属） 開發一郎（広島大学総合科学部）
担当教員 近藤昭彦
（Title） Characteristics of soil moisture and vegetation change in time and space on the Mongolian 
Plateau
（Abstract）
　We tried to discuss seasonally and annually the spatial distribution change of NDVI and soil 
moisture using the in situ data of hydrological, meteorological and vegetation observations and the 
data of AMSR-E, AMSR2 and MODIS in the study area on the Mongolian Plateau since 2001. As 
a result, we obtained that drought in 2007 had an inﬂuence to the lowest development during the 
observation period from 2001 to 2010 and the value change of NDVI depended on the behaviors of soil 
temperature at a depth of 10 cm and soil moisture.
（概要）
　モンゴル高原試験地における地上水文・気象・植生観測とAMSR-E・AMSR2・MODISの地球観測衛星
による土壌水分・植生の2001年からの長期データを解析・比較し、広域のNDVIと土壌水分の空間分布や
季節・年変化との対応関係を明らかにした。その結果、特に2007年の旱魃がNDVI値の最小化（植生活動
が低活発）に大きく影響していることやNDVIが深度10cmの地温や深度３cm・10cmの土壌水分に大き
く影響されていることが明らかとなった。
課題番号 P2013-3
研究課題 ラオス・ナムグム川流域における水稲の収量予測
研究者（所属） 本間香貴（京都大学・農学研究科）
担当教員 本郷千春
（Title）Forecasting rice growth and yield in Nam Ngum river basin
（Abstract）
　Rice is the most important crop in Lao PDR. The improvement of productivity is strongly 
recommended, but the information about its growth characteristics in farmers’ fields is limited. 
Because leaf area index （LAI） is one of the important traits related to yield and dry matter 
production of rice, this study conducted investigation ① to evaluate dynamics of LAI and ② to analyze 
the effects on rice dry matter production in farmers’ ﬁelds in Vientiane province, Lao PDR.
　66 farmers’ fields were selected in the study area in Vientiane province, Lao PDR in 2013. LAI 
was measured by a plant canopy analyzer （LAI-2200, LI-COR） 4 times before heading period, from 
22 July to 19 Sep. At maturing stage, rice plant samples were harvested to determine yield and total 
dry matter for each field. Soil samples from 33 of 66 fields were taken from the surface soil （0-10 
cm deep）. Total nitrogen （N） and carbon （C） concentration in the soil were analyzed with a mass 
spectrometer （Tracer MAT）. Because LAI at farmers’ ﬁelds increased almost linearly, the following 
line regression was used for analysis. 
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　LAI = a T + b   （1）
　Where a and b are regression coefﬁcient, and T is effective accumulated temperature （°C d; base 
temperature of 10 °C） from 22 July. The coefﬁcient a was deﬁned as developmental rate of LAI, and 
transplanting date was estimated based on intercept on x-axis （– b/a）. 
　Since the transplanting date estimated from equation （1） was consistent with those from 
observation at the first survey, the estimated transplanting date was employed for the following 
analysis. Rice yield at the farmers’ ﬁelds ranged from 63.8 g m－2 to 411.8 g m－2, and correlated with 
LAI at the 4th investigation. The variability of LAI was well explained by that of developmental rate 
（Fig. 1）, but rarely by that of effective accumulated temperatures from the estimated transplanting 
date. The developmental rate of LAI was associated with N content of soil （Fig. 2）. These results 
suggested that rice productivity of farmers’ ﬁelds is governed by soil N fertility through LAI growth, 
and that LAI monitoring is an effective tool to evaluate production. The result supports the theory to 
estimate rice production by monitoring LAI growth in the targeted area. 
（概要）
　イネはラオスで最も重要な作物であり、その生産性の改善が強く求められている。しかしながらその生
育については情報が不足しているため、本研究では経時的にLAIを計測し、生産量との関係を解析し、リ
モートセンシングによる生産量推定の可能性について検討した。
　ラオス・ビエンチャン州より66農家圃場を選択し、キャノピーアナライザ （ーLAI2200）を用いて、
2013年７月22日から９月19日までLAIを経時的に４回測定した。収穫時には収量調査を行った。また土
壌サンプルを採取しNおよびC含量を質量分析計で計測した。
　農家圃場のLAIはほぼ直線的に増加していたため、LAI＝a T＋b（Tは有効積算気温（°C d）；基準温
度10 °C）の式で回帰分析を行い、回帰係数aをLAI成長率と定義し、x軸切片より移植日の推定を行った。
推定された移植日は観察に基づく移植日と一致したため、以下の解析では回帰による推定日を移植日とし
て用いた。農家圃場収量は63.8 g m－2から411.8 g m－2の変異を示し、４回目のLAIと密接な関係を示し
た。LAIの変異は生育期間の長さより成長率と強い相関を示した。LAI成長率と土壌のN含量との間に関
係性が見いだされ、対象地域では土壌肥沃度がLAIの成長を通して生産性に影響を与えていることが示唆
された。このことはリモートセンシングによるLAIモニタリングにより生産性の推定が可能であることを
支持している。
課題番号 P2013-3
研究課題
千葉県の生物多様性ホットスポットの抽出　―生物分布データを用いた予察的
検討―
研究者（所属） 原慶太郎（東京情報大学）
担当教員 近藤昭彦
（Title） Identiﬁcation of biodiversity hotspots in Chiba Prefecture  ―A preliminary research using 
species distribution and land cover data―
（Abstract）
　In Chiba Prefecture, rapid urbanization is occurring in the northwestern section and along the 
coast of Tokyo Bay. On the other hand, socio-economic changes in primary industries are leading to 
abandonment of agricultural lands and managed forests in the more rural sections of the prefecture. 
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A necessary step in conserving biodiversity is to identify and monitor the patterns of land cover and 
aquatic environments, which effect the distribution of vital wildlife habitats; and to quickly respond 
to changes in these patterns. In this research, distribution maps of endangered species, digitalized 
from data provided by the Chiba Prefecture Biodiversity Center, were correlated with topographical 
maps and GIS vegetation maps based on the Sixth and Seventh National Survey on the Natural 
Environment implemented by the Ministry of Environment. The goal is to identify and monitor 
the prefecture’s high-priority biodiversity hotspots. The results of this research will be useful for 
formulating development plans that are compatible with the needs of biodiversity conservation.
（概要）
　千葉県では主に北西部、湾岸部を中心として急速な都市化が進行しており、農林業を取り巻く環境の変
化に伴い、耕作や森林管理の放棄された放棄地が急増している。生物多様性を保全するにあたり、野生生
物の生息地となる緑被地や水辺環境などの土地利用状況を把握し、その変化に迅速に対応する必要があ
る。今回は都市化に伴う千葉県全域における推定を含む野生生物の分布を把握し、より最適な評価方法の
開発と保全の優先度を明らかにし、今後の環境保全につなげることを目的とする。生物多様性にかかる指
標となる環境要因（地形などの自然環境と鉄道や道路などの社会環境に関する情報）と、千葉県生物多様
性センターから提供を受けた生物分布情報の電子データを地図化し、千葉県全域にわたる環境状況を把
握できるGISデータとして整備した。さらに、第６、７回自然環境保全基礎調査植生図GISデータをもと
に、野生動物（哺乳類）の分布情報をGIS（地理情報システム）の上で統合処理し、千葉県内の生物多様
性に関係する情報を整備した。今後は、推定を含む生物の分布データから生物多様性ホットスポットを抽
出し、各種開発計画などをGIS上で重ね合わせることにより保全の優先度を明らかにし、今後の環境施策
に繋げる手法を検討する。
課題番号 P2013-3
研究課題 南相馬市における非耕作農地の実態把握
研究者（所属） 原田一平（東京情報大学）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Analysis of fallow ﬁelds in Minamisoma city
（Abstract）
　It is expected by the damage caused by rumors and ﬁxture restrictions not only in the damage to 
farmland caused by the earthquake and tsunami of the Great East Japan Earthquake on March 11, 
2011 but the first Fukushima nuclear power plant accident that a fallow land and an abandoned 
cultivated land are expanded. This research grasps the actual condition of the fallow land outside the 
evacuation zone within the range of a radius of 40 km from the ﬁrst Fukushima nuclear power plant, 
and aims at supporting resumption of disaster victim farming.
　During a period from September 1, 2012 to September 3, and from September 4, 2013 to September 
6, I performed a field work in a fallow field of Minamisoma city, Fukushima, and gathered a 
sample （all 28 spots in 2012, all 47 spots in 2013） of the agricultural soil. The radioactive material 
concentration of the extracted agricultural soil was measured with the radiation meter of LB-
200 （Berthold company）. As a result, in the agricultural soil of the hilly land which is a steep 
slope outside the evacuation zone, 9,805 Bq/kg, 9,306 Bq/kg in 2012, and a high-concentration 
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radioactive material were detected. In addition, 15,278 Bq/kg, 11,289 Bq/kg and radioactive material 
concentration were high, and, in the agricultural soil of the hilly land which is a steep slope of the 
evacuation zone （within 20 km range）.
　The Ministry of Health, Labour and Welfare set up a new standard value （cesium 137 is 100 Bq/
kg （the old standard: 500 Bq/kg）） from a long-term viewpoint. However, the present condition is not 
having progressed so that subjects, like the place which processes the waste which decontaminated 
not having been decided may occur and decontamination may consider. Since expansion of a fallow 
land is not avoided if this present condition is not overcome, the continued monitoring investigation 
is required.
Acknowledgements
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（概要）
　2011年３月11日の東日本大震災の地震や津波による農地への被害だけでなく、福島第一原子力発電所
事故による風評被害や作付け制限により、休耕地、耕作放棄地が拡大することが予想される。本研究は、
福島県第一原発から半径40km圏内の警戒区域外（南相馬市）における休耕地の実態を把握して、被災者
の営農再開を支援することを目的とする。
　2012年９月１日から９月３日および2013年９月４日から９月６日の期間に、福島県南相馬市の非耕作
農地で現地調査を行い、農地土壌のサンプルを採取した。採取した農地土壌（2012年：28地点、2013年
47地点）の放射性物質濃度をLB-200（ベルトールド社）の放射線測定器で測定した。稲の作付制限に関
する指標は、水田の土壌中放射性セシウム濃度の上限値が5,000Bq/kgとなっており、2012年の調査では
上限値を超える値が５地点で測定されたが、2013年の調査ではその中の１地点が5,000Bq/kgを超える値
が測定された。2012年の調査結果では30km圏外の農地土壌から高濃度の放射性物質が検出されていた
が、2013年の調査では30km圏外の農地土壌からは高濃度の放射性物質は検出されておらず、20km圏内
の丘陵地の南東斜面で農地土壌から高濃度の放射性物質が検出されていることを把握した。農地土壌の放
射性物質が減少した地点はいずれも見晴らしがよく、草刈りによる除染効果の影響と考えられる。
謝辞
　東日本大震災後の南相馬市における休耕地の現状および農地土壌放射性濃度測定のモニタリングについ
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課題番号 P2013-3
研究課題 土壌炭素を利用したリン酸吸収係数、CECの推定
研究者（所属） 丹羽勝久（株式会社ズコーシャ・総合科学研究所）
担当教員 本郷千春
（Title）Prediction of CEC and phosphate absorption coefﬁcient based on soil carbon
（Abstract）
　Existent studies show that soil carbon contents （SCC） can be predicted by satellite image data. 
Hence, soil information related with SCCs may be evaluated widely from satellite image. The purpose 
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of this study is to analyze about the possibility of wide area evaluation for phosphate absorption 
coefficient （PAC） and cation exchange capacity （CEC） in Andosols areas of Tokachi district, 
Hokkaido.
（1） The plow layer of Andosols upland in Tokachi is composed from young un-weathered and young 
weathered volcanic ashes. Therefore, soil samples for each volcanic ash were collected from un-
cultivated area and the relationships between SCCs and PACs or CECs for each volcanic ash 
were investigated. As a result, though the magnitudes of correlation were different, signiﬁcant 
positive correlations were obtained from all regression analyses. Besides, the SCCs of young un-
weathered volcanic ashes were correlated with those of young weathered volcanic ashes （r＝
0.84, P＜0.01）. From above results, it is conﬁrmed that PAC and CEC can be estimated based on 
SCCs.
（2） The relationships between SCCs and PACs or CECs were analyzed using soil data of plow layer 
collected from in Andosols upland areas. As for PACs, significant positively correlation was 
obtained for each geographical section （middle and high terrace; r＝0.71, P＜0.01, low terrace; 
r＝0.83, p＜0.01）. Also, CECs were correlated with SCCs for each geographical section （middle 
and high terrace; r＝084, P＜0.01, low terrace; r＝0.94, p＜0.01）. Therefore, PACs and CECs were 
estimated from the existent SCCs map in Tokachi drawn by satellite image （Niwa et al., 2011）, 
geographical section map in Tokachi and the signiﬁcant regression equations between SCCs and 
PACs or CECs.
（3） The PACs and CECs maps indicated that PACs and CECs are partially different within a ﬁeld. It 
was considered that PACs and CECs maps were effective site-speciﬁc management within a ﬁeld 
of phosphate application and pH adjustment respectively, as well as understanding the regional 
characteristics of PACs and CECs.
（概要）
　これまで、北海道十勝地域の畑地を対象として、作土の土壌炭素含量から間接的に黒ボク土の土壌分類
（丹羽ら，2004）、熱水抽出性窒素の把握（畠中，2002、野口ら，2009）が行われ、それぞれ比較的精度
良く分類又は把握ができることが示されてきた。作土の土壌炭素含量は光学センサにより撮影した衛星画
像からも推定することができるので（畠中，2002、丹羽ら，2004、Niwa et al., 2011）、上述した土壌分
類、熱水抽出性窒素は衛星画像を利用することで広域に評価することが可能である（丹羽ら，2004、畠
中，2002）。その他の土壌分析項目についても、土壌炭素を介して間接的に把握することが可能であれば、
その広域評価が容易となり、営農現場における利活用が期待できる。
　リン酸吸収係数は、リン酸の吸着と共に土壌有機物の吸着に深く関係し、Takata et al.（2011）は土
壌炭素の分解速度とリン酸吸収係数の間には負の相関関係を認めている。また、陽イオン交換容量（CEC）
では、既に、八槇・安西（2001）が千葉県の黒ボク土の土壌炭素含量と正の相関関係があることを示し
ている。
　以上のことから、これらの項目は土壌炭素と何らかの関係性を持ち、十勝地域の畑地において、衛星画
像から間接的に広域的評価できる可能性がある。
　一方、十勝地域の主要土壌は黒ボク土であり、複数のテフラが積層している。菊地（1981）は、積層
するテフラの類型化を行い、中位および高位段丘を形成する黒ボク土の母材は主に新規未熟火山灰／新規
風化火山灰／古期ローム火山灰が主であること、低位段丘を形成する黒ボク土の母材は新規未熟火山灰／
新規風化火山灰／河成堆積物が主であることを示した。さらに、溝田ら（2008）は、新規未熟火山灰／
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新規風化火山灰／古期ローム質火山灰のタイプの黒ボク土の作土層は、現在、30cm以深にも及ぶ深耕に
より新規未熟火山灰と新規風化火山灰が混和した状況にあることを示した。以上のことから、リン酸吸収
係数、CECの推定するためには、まず、火山灰別に、土壌炭素とリン酸吸収係数およびCECの関連性を
検討し、それらが混和した条件で関係性が認められるかどうかの検証作業を行うことが必要である。
　そこで、本論文では帯広市の中位段丘を対象とし、未耕地で土壌調査を行い、火山灰別に土壌炭素とリ
ン酸吸収係数およびCECの間の関係を検討した。その関係に基づき、リン酸吸収係数およびCECの予測
可能性を検証した。次に、帯広市と近隣の芽室町で畑地の作土を採取し、検証結果から予測可能と判断し
た項目について、作土の土壌炭素との関係性を求め、検証結果の実証を行った。さらに、衛星画像から作
成した十勝地域の既存の作土を対象とした土壌炭素含量地図（Niwa et al., 2011）を利用し、予測可能と
判断した項目の広域評価を行った。
課題番号 P2013-3
研究課題 衛星レーダーのためのレーザーによる３次元森林計測
研究者（所属） 加藤　顕（千葉大学　園芸学研究科）
担当教員 建石隆太郎
（Title）Forest measurement using laser for radar remote sensing
（Abstract）
　To validate the result of radar image, accurate ﬁeld reference data is required. Since the ﬁeld data 
is limited and not accurate enough to satisfy the result from high resolution radar data, accurate 
measurement technique using terrestrial laser is introduced in this research. The terrestrial laser 
data is dense and complex point distribution. The voxel representation technique is used to simplify 
and identify the tree structure. As the result, the terrain slope and the portion of canopy are 
significantly related with the backscattering coefficient sigma value. The detail three dimensional 
structures obtained from the terrestrial laser helps to understand the volume scattering mechanism 
of tree structure.
（概要）
　レーダーリモートセンシングによる森林域での解析結果を検証するには、正確な地上データが必要であ
る。現地調査で得られる森林データを広範囲に取得するのは難しく、高精度レーダーデータによる結果の
検証に適する十分な精度が得られない。よって、地上レーザーを導入することで現地検証に必要な正確な
データを取得した。地上レーザーは高密度の３次元点群データを提供することができる。ボクセル法を使
用することで、高密度点群から単純化した樹木形状把握ができる。ALOS PALSARからのHV偏波による
後方散乱係数と地上レーザーによる樹木形状を比較したところ、樹冠形状と地形の傾斜角がレーダーの後
方散乱係数と深い関係があることがわかった。地上レーザーによる詳細な３次元形状把握は、レーダーに
よる体積散乱メカニズムを理解する上で役に立つ構造データを提供できることがわかった。
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課題番号 P2013-3
研究課題 インドネシア地域における衛星データを使用した降雨量と海洋の熱交換の関係
研究者（所属） 大澤高浩（ウダヤナ大学 海洋科学リモートセンシング研究センター）
担当教員 本郷千春
（Title）Relationship between Rainfall and Ocean Heat ﬂux by Satellite data in Indonesia
（Abstract）
　The Relationship between Rainfall and Heat budget in seasonal change were studied from 1988 
to 1996 around Indonesia Sea. Heat flux was emitted around India, Indonesia and Pacific Ocean 
annually （Dry season & rain season）. Sensible heat flux （SHF） and latent heat flux （LHF） show 
large change in Paciﬁc Ocean, the maximum valve of heat ﬂux show in Paciﬁc area. LHF value is 
bigger than SHF relativity. Latent heat is a main factor to emit to heat from Ocean to Atmosphere 
in researched sea. Each ﬂux （Net ﬂux, Sensible heat, latent heat） shows emission from Ocean and 
atmosphere. This means ocean heat was transferred from ocean to atmosphere continuously.
　Yearly average of net heat ﬂux （NHF） in Paciﬁc ocean, India ocean, Indonesia ocean are -989.52W/
m2, -730.21W/m2, -702.78W/m2, respectively. EOF analysis was applied to heat ﬂux （sensible heat, 
Latent heat, Net ﬂux） for 8 years from 1988 to 1996 （8 years）.
　The mode shows Mode-1: 16.2 ％ , Mode-2: 8.7 ％ , Mode-3: 8.3 ％ , Mode-4: 7.1 ％ for Net ﬂux.
　As results, variation of heat flux is not dominated by such as big events （ENSO, India Ocean 
Dipole and Monsoon effect） around Indonesia ocean （Pacific, Indonesia, and Indian）. Heat flux 
variation patterns is mainly two patterns （India-Indonesia pattern and Paciﬁc）
（概要）
　本研究は、インドネシア全域を対象に降雨量と海洋の熱フラックスの関係を1998年から2006年の８年
間において解析が行われた。熱フラックスは、雨季、乾季ともに熱フラックス（潜熱、顕熱、正味）を放
出している事がわかった。顕熱、潜熱とも太平洋近海では、熱輸送の変動が年間で最も大きく変動してお
り、それら海域では、潜熱が顕熱よりも大きな役割を示している事がわかった。大気海洋間の正味の熱輸
送は、年平均で、海洋は大気へ熱を失っている。正味の熱フラックス平均値は、太平洋で－989.52W/m2、
インドネシア洋で－730.21W/m2、インドで－702.78W/m2を示した。
　主成分分析（EOF）を正味フラックの上記の８年間に適用された。結果として、熱フラック（正味フ
ラック）の変動は、モード１：16.2 ％、モード２：8.7 ％、モード３：8.3 ％、モード４：7.1 ％を示し
た。以上の結果から熱フラック（正味フラック）の変動は、エルニーニョ、インドダイポール、モンスー
ンのような大きな変動や季節変動には、あまり大きく依存しない事が示された。又、熱フラック（正味フ
ラック）の季節パターンは、主に２パターン存在する事が示された。
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課題番号 P2013-3
研究課題 食糧生産のためのメコン河流域土地被覆マッピングに関する研究
研究者（所属）
PERERA Liyanage Kithsiri（Faculty of Engineering and surveying, University 
of Sothern Queensland）
担当教員 建石隆太郎
（Title）Mapping Mekong River Basin land cover to support food production
（Abstract）
　The Mekong River basin is one of the few important river basins in the world that has an enormous 
social and economic impact on regional and global economy. Emerging at 4,500m high Tibet Plateau, 
Mekong River runs its way the South China Sea at southwest Vietnam passing 4,800km. The river 
basin which covers parts of China, Myanmar, Lao PDR, Thailand, Cambodia and Viet Nam, is one 
of the 10 greatest rivers of the world, by the volume of water discharge to the sea. The total area 
under Mekong River, 795,000 square kilometers was divided into two major parts as upper and lower 
basin. The Lower Mekong basin covers nearly 75 ％ of the land area and contains about 90 ％ of the 
population and agricultural activities of the total river basin. Hence, the Mekong River system is an 
integral part of the human life of the region. The total contribution from agriculture products （farming, 
ﬁshing and forestry） provides living for 85 ％ of people in the Lower Mekong Basin （LMB）. About 60 
million people in the region annually produce enough rice to feed 300 million people. In production 
of rice, Vietnam farmers alone produce over 3.5 million tones. The LMB also enjoys a healthy 
consumption of ﬁsh and ﬁsh products annually. According to this strong link between human life and 
river system, production of detail maps of the river basin is an important task to help planners at all 
levels. The present study will use 250m resolution MODIS satellite imagery based land cover map of 
the river basin to assess the food production conditions of the region. The production of the rice in the 
area will be considered as the backbone of the total food production.
課題番号 P2013-3
研究課題 各種のリモートセンシングデータを活用した都市モデル構築と災害把握
研究者（所属） 山崎文雄（千葉大学大学院工学研究科）
担当教員 建石隆太郎
（Title）Development of Urban Modeling and Disaster Detection Using Various Remote Sensing Data
（Abstract）
　This research proposes the method to detect building damage from the change in layover and 
radar-shadow areas in SAR intensity images. Multi-temporal TerraSAR-X images covering the 
Sendai-Shiogama Port were employed to detect building damage due to the tsunamis caused by the 
2011 Tohoku-Oki earthquake. The backscattering coefﬁcients in layover areas of individual buildings 
were extracted and then, the average value in each layover area was calculated. The average value 
was seen to decrease in the post-event image due to the reduced backscatter from building side-walls. 
Furthermore, the reduction of radar shadow for exploded reactor buildings in the Fukushima-Daiichi 
nuclear power plant was detected.
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（概要）
　本研究では、高解像度の衛星搭載合成開口レーダ（SAR）で得られた地震前後の強度画像を用い、画像
上の倒れ込み領域とレーダー影から個別建物の形状変化を把握し、被害抽出を試みた。仙台塩釜港周辺の
建物と福島第一原子力発電所を対象として、多時期のTerraSAR-X画像を使用して、災害前後の倒れ込み
領域とレーダー影内の後方散乱の変化を観察した。その結果、津波によって側面が損壊した建物や、爆発
によって上部が吹き飛んだ原子炉建屋の被害を捉えることができた。
課題番号 P2013-3
研究課題 リモートセンシングデータを活用したミツバチの生息・生育空間の分析　その３
研究者（所属） 岡田信行（株式会社オルト都市環境研究所）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Analysis of honeybee’s habitat using remote sensing data 3
（Abstract）
　Honeybees can gather honey which is two kilometers far from their hive. It is thought that the 
honeybees are inﬂuenced by the vegetation of their habitats. Two kilometers in radius is the area 
that residents can recognize it. If the relevance of honey and vegetation is conﬁrmed, residents can 
realize the fact that environment they live has impact to habitats of honeybee through honey. And 
that can motivate the effort for the environment. 
　Beekeeping activities related to HBB in Yokohama city, which began in 2008 has been a prospect 
that the number of portions will be 11 locations in ﬁscal 2014, green environment in the region to 
implement the project is gaining diversity.
　In this paper, the radial 2km area of three points that land use varies greatly, and charting the 
vegetation used to remote sensing data.
　We plan to utilize the building for environmental literacy in the region the contents of this study.
（概要）
　ミツバチは巣箱から２kmの圏域からハチミツを採取してくる。このハチミツは生息・生育圏域の植生
に影響を受けると考えられる。半径２kmは、そこに暮らす住民が認識できる圏域であり、ハチミツと植
生との関連性が確認できれば、住民はハチミツを通じて自らが暮らす環境がミツバチの生息・生育空間に
影響を与えていることを実感することができ、環境に対する取組の動機づけを得ると考えられる。
　2008年からはじまった横浜市内におけるHBBに関連する養蜂活動は、2014年度にその箇所数が11カ所
になる見込みとなっており、プロジェクトを実施する地域における緑地環境は多様性を増している。
　本検討では、プロジェクトを実施する11箇所のうち、以下の土地利用が大きく異なる３つの地点の半
径２km圏について、リモートセンシングデータを活用して植物の活性度を図化し、比較した。
　今後、本検討で作成した内容をプロジェクトの活動時に地域の環境リテラシーの醸成ために活用する予
定である。
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2.2.4.　一般研究の詳細
研究課題
PALSAR Global Mosaicを用いた2009年のオイルパームプランテーションの
抽出
研究者（所属） 谷垣悠介（海洋研究開発機構 地球環境変動領域）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Extracting distribution of oil palm plantations in 2009 using PALSAR Global Mosaic
（Abstract）
　In recent years, a concept called REDD＋ have been shared between many people. The REDD＋ is 
a concept in which the greenhouse gas reduction is aimed by methods based market-mechanism such 
as buying and selling quantity of greenhouse gas reduction in order to reduce greenhouse gas caused 
by the forest degradation. However, there are the opinions that the consideration for the adverse 
effects to ecosystem service is insufﬁcient in current REDD＋. 
　In this study, the easy method to extract the distribution of the oil palm plantations causing forest 
degradation was developed for the purpose of helping quick and precise evaluation of the ecosystem 
service and helping to solve the problems of REDD＋. The study area is Sarawak Province, Malaysian 
Borneo where forest degradation have been carried out for developing oil palm plantations or other 
land uses. By the supervised classiﬁcation, oil palm plantations were extracted with road data, river 
data, remote sensing imagery of Google Earth, PALSAR Global Mosaic （SAR data）, field survey 
results and other information of the study area. Results of this study were shared with the group 
supported by the Environmental Research and Technology Development Fund （F-1101） of the 
Ministry of the Environment of Japan whose one of purpose is evaluation of impact on the ecosystem 
service. As a result, this study contributed to the evaluation of impact of oil palm plantations on the 
ecosystem service.
（概要）
　近年では森林の劣化に伴う温室効果ガスの増加を抑えるため、温室効果ガス削減量を売買して市場原理
を活用するなどの方法で温室効果ガス削減を目指したREDD＋という概念が広がっている。しかし、現行
のREDD＋では生態系サービスへの悪影響に対する配慮は不十分とする意見が有る。
　これを受けて本研究では生態系サービスの迅速かつ正確な評価に役立てることを目的として、森林伐採
を伴うオイルパームプランテーションの開発状況を簡便に把握できる方法を研究した。研究対象地はオイ
ルパームプランテーションなどのために開発が進んでいるボルネオ島サラワク州である。教師付き分類
により、Google Earthのリモートセンシング画像と道路および河川図、PALSAR Global Mosaic、調査対
象地のその他の情報を用いてオイルパームプランテーションを抽出した。本研究の成果は平成23年度環
境研究総合推進費F-1101の研究チームと共有されることで、同チームの研究目的の一つである「オイル
パームプランテーションによる生態系サービスへの影響の評価」に貢献することができた。
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研究課題 衛星搭載可視・赤外データを用いたGSMaP降雨判定手法の開発
研究者（所属） 重　尚一（京都大学大学院理学研究科）
担当教員 樋口篤志
（Title）Development of rain detection scheme using satellite VIS/IR sensors for GSMaP
（Abstract）
　We investigated to extract a precipitable clouds using the Tropical Rainfall Measuring Mission 
Precipitation Radar （PR） and Visible Infrared Scanner（VIRS） data. The possible of detection 
（POD） of precipitable clouds over the western tropical Paciﬁc are calculated to classify cloud pixels 
for VIRS brightness temperature at 10.8 um and some parameters combined with multiple bands 
into precipitable and nonprecipitable clouds by TRMM PR near surface rainfall. The distributions 
of the POD, named potential map, are presented using VIRS measurement data for some cases. We 
suggested good indicators being able to detect shallow precipitable clouds as radiance ratio of 0.6 and 
1.6 um and brightness temperature difference between 3.8 and 11 um. We will develop to use the 
potential map for improving rain detection.
（概要）
　マイクロ波放射計によって捉えることが難しい降水に対する判定手法を開発するため、TRMMに搭載
された降雨レーダ（PR）と可視・赤外放射計（VIRS）データを組み合わせて降水を伴う雲の抽出を試み
た。熱帯西太平洋域の雲・降水システムに対して、VIRSの10.8μmの輝度温度といくつかのパラメタの
組み合わせの観測数を、PRの降雨の有り無しで分離し、降雨を伴う雲の的中率を求めた。また、VIRSの
観測値を用いて的中率の分布（ポテンシャルマップ）を作成した。その結果、背の低い雲に対して0.63
μmと1.6μmの放射輝度の比と、3.75μmと10.8μmの輝度温度差が、降水を伴う雲域の抽出パラメタ
の候補になりうることを示した。今後、GSMaP マイクロ波放射計降水量推定アルゴリズムの降雨／無降
雨判別手法に本手法を組み合わせるアルゴリズムを開発し、推定精度の向上を目指す。
研究課題
インド亜大陸北東部の転倒ます型雨量計網によるTRMM-2A25降水量気候値の
検証
研究者（所属） 寺尾　徹（香川大学教育学部）
担当教員 樋口篤志
（Title） Assesing TRMM-2A25 climatological precipitation estimates over the northeastern Indian 
subcontinent using tipping bucket raingauge network.
（Abstract）
　We compared TRMM-2A25 surface rain against tipping bucket raingauges installed in 
northeastern Indisn subcontinent, Assam, and Meghalaya, India, and Bangladesh. A method to 
compare instantaneous rainfall intensity measurement by raingauges and TRMM surface rain at the 
point of raingauges was constructed. A remarkable underestimation of rainfall intensity in TRMM 
surface rain was detected at stations over the Meghalaya Plateau. Using TRMM 2A25 data for 14 
years from 1998 to 2011, a rainfall climatology with 0.05 x 0.05 longitude-latitude resolutions was 
constructed. TRMM 2A25 surface rainfail were found to be larger at grids over the valleys just to the 
east of Cherrapunjee and Mawsynram, which are known as rainfall world records.
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（概要）
　2004年以来、インド亜大陸北東部（インドアッサム州・メガラヤ州・バングラデシュ）に展開してき
た転倒ます型雨量計により、TRMM 2A25データセットのsurface rainデータを評価した。TRMM-PRセン
サーによる観測範囲が雨量計の設置地点を通過した事例について比較方法を確立し、特にメガラヤ山脈の
観測点について、TRMM surface rainの大幅な過小評価を検出した。14年分のデータを用いたインド亜大
陸北東部一帯のTRMM surface rainの気候値の微細構造を0.05度メッシュのグリッド値で評価した。雨量
の世界記録で知られるCherrapunjeeとMawsynramを含むグリッドよりも、それぞれの地点の東側に隣接
した谷間のグリッドでTRMM surface rainが多くなっていることが明らかになった。
研究課題 地上・衛星の統合観測による植生フェノロジー・機能の空間分布の高精度な検出
研究者（所属） 永井　信（（独）海洋研究開発機構　地球環境変動領域）
担当教員 本多嘉明
（Title） Accurate detection of spatial variability of vegetation phenology and functions by integrating in 
situ and satellite observations
（Abstract）
　To develop the algorithm for detection of the spatio-temporal variability of plant phenology （e.g. 
timing of leaf-expansion and leaf-fall） and ecosystem functions （e.g. potential photosynthetic 
capacity） by analysing satellite remote-sensing data, we have conducted field studies in various 
ecosystem sites, which included the Yatsugatake deciduous coniferous forest site, to obtain daily plant 
phenological images and spectral reﬂectance and in situ-observed periodical ecological data. In this 
ﬁnancial year, we have started to capture phenological images at a deciduous coniferous forest site 
in Siberia. Firstly, we examined the relationship between in situ- and satellite-observed vegetation 
indices and functional growing period （i.e. potential period of photosynthesis）. We then examined 
the characteristics of timing of start of growing season （SGS） and end of growing season （EGS） in 
deciduous forests in Japan along vertical and horizontal gradient by analysing Terra/Aqua MODIS 
satellite-observed daily vegetation index data with a 500-m spatial resolution. We found that （1） 
the effect of spatial heterogeneity of the timing and patterns of leaf-fall among species on vegetation 
indices can be reduced by observing only the seasonal variation in colour on the canopy surface by 
using green-red vegetation index （GRVI）, which consists of visible red and green reﬂectance bands, 
rather than that of both leaf area and colour on the canopy surface by using normalized difference 
vegetation index （NDVI） and enhanced vegetation index （EVI）, which consist of visible （red and 
blue） and near-infra red reflectance bands （Nagai et al. accepted; IJRS）; （2） changes along the 
vertical and horizontal gradients in the timing of EGS was smaller than those of SGS （Nagai et al. 
accepted; IJB）; and （3） the sensitivity of the timing of EGS to air temperature was much less than 
that of SGS （Nagai et al. accepted; IJB）.
（概要）
　衛星リモートセンシングによる展葉や落葉などの植生フェノロジーや植生機能（潜在的な光合成能力な
ど）の時空間分布の変動の検出を高精度化するために、八ヶ岳サイト（落葉針葉樹林）を始め様々な生態
系サイトにおいて、植生のフェノロジー画像と分光反射スペクトルを毎日、生態観測データを定期的に
取得した。今年度は、シベリアの落葉針葉樹林においてフェノロジー画像の取得を開始した。落葉広葉
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樹林サイトにおいて、衛星と地上観測で得た植生指数と機能的な着葉期間（潜在的に光合成が可能な期
間）の対応関係を調査し、その結果に基づいて、500ｍの空間分解能をもつTerra/Aqua MODIS衛星で毎
日観測した植生指数データにより、日本の落葉林における機能的な着葉期間の開始と終了のタイミングの
時空間分布の変動を緯度や標高の環境傾度に沿って調査した。これらの結果、（１）森林上部の色の季節
変化をとらえている可視バンド（緑と赤）のみから計算されるGRVI（Green-Red Vegetation Index）は、
森林上部の葉面積と色の季節変化をとらえている可視（赤や青）と近赤外バンドから計算されるNDVI
（Normalized Diﬀerence Vegetation Index）やEVI（Enhanced Vegetation Index）と比べて、落葉のタイ
ミングやパターンに起因した空間的な不均一性による影響が少ないこと（Nagai et al. accepted; IJRS）。
（２）着葉期間の開始のタイミングは、着葉期間の終了のタイミングと比べて、緯度や標高による傾度が
大きいこと（Nagai et al. accepted; IJB）。（３）着葉期間の終了のタイミングは、着葉期間の開始のタイ
ミングと比べて気温に対する感度が低いこと（Nagai et al. accepted; IJB）が明らかになった。
研究課題 小型UAVを用いた地理空間情報の取得に関する研究
研究者（所属） 田中　圭（一般財団法人　日本地図センター）
担当教員 近藤昭彦
（Title）Study on acquisition of geospatial information using small UAV
（Abstract）
　Recently, MEMS devices （GPS, gyro and acceleration sensor） achieved cost reduction and 
downsizing. Thereby, small UAV mounted with these devices have appeared. 
　It’s very difﬁcult for beginners to control the traditional RC helicopters, because they need high 
level of control technique and technical knowledge. However, anyone can control small UAV very 
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easily and get geospatial information of high resolution.
　In this study, we examined method of acquiring geospatial information （orthophoto, DSM, NDVI, 
and temperature distribution） by using small UAV.
（概要）
　従来、対象地域のベースマップとして空中写真を用いる場合は、国土地理院や航測会社が撮影した写真
を購入するか、カイトまたはバルーンにカメラを取り付けて撮影する方法等が挙げられる。前者は、広い
範囲を一度に撮影することができるが、山間地域等では10年間隔での撮影スケジュールとなっているた
め、時間的制約が大きい。一方、後者は必要な時に撮影することができるため撮影頻度は高いが、撮影時
は風が安定していることが条件なため、気象状況の影響を非常に受けやすい。
　近年ではGPS、ジャイロ・加速度センサといったデバイスが飛躍的に発達し、小型化および低価格化
したことで、UAVに搭載する機体が多く登場した。機体はこれらのセンサを用いてリアルタイムに飛行
姿勢を修正することで、多少風が強い状態においても、常に安定した状態を保ちながら飛行することがで
きる。その結果、非熟練者でも高解像の空中写真（斜め・垂直写真）を容易に取得することが可能となっ
た。 本研究では、小型UAVをプラットフォームとし、センサにデジタルカメラ・簡易赤外カメラ・気温
計を用いて取得した地理空間情報について検討し、地域調査のツールとして今後活用されることが大いに
期待できることがわかった。
研究課題
マイクロ波放射計、散乱計及びメソ気象モデルを用いた洋上風力資源量推定手
法の開発
研究者（所属） 香西克俊（神戸大学大学院海事科学研究科）
担当教員 久世宏明
（Title） Development of estimation method for offshore wind energy resources using microwave 
radiometer, scatterometer and mesoscale meteorological model
（Abstract）
　Wind energy is known as one of renewable energies. However offshore wind energy in coastal waters 
of Japan has not been fully investigated yet. The purpose of study is to not only estimate offshore wind 
energy resources by combining microwave radiometer AMSR-E, scatterometer ASCAT with mesoscale 
meteorological model WRF but also develop wind condition database in coastal waters of Japan by 
validating satellite-derived wind speeds against in situ wind speeds. Validation of AMSR-E and ASCAT-
derived wind speeds are carried out during the period from 2009 to 2011. Moreover wind speeds and 
directions are simulated by WRF and converted to wind speeds at the height of 80m by considering 
atmospheric stability. Results of validation indicate that bias and RMSE of ASCAT-derived wind speeds at 
the height of 10m are lower than those of AMSR-E-derived wind speeds. As far as AMSR２-derived wind 
speeds are concerned, they are getting close to AMSR-E-derived wind speeds in coastal waters of Japan. It 
is expected that AMSR2-derived wind speeds are validated against in situ wind speeds in future.
（概要）
　再生可能エネルギーの一つである風力エネルギーが注目されているが、日本近海における洋上風力エネ
ルギー資源量については十分調査されているとは言えない。本研究の目的は洋上風力エネルギー資源量を
推定するために、マイクロ波放射計AMSR-E・マイクロ波散乱計ASCATとメソ気象モデルを組み合わせ
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ることにより洋上風力エネルギー資源量を推定するだけでなく、現場風速との比較・検証をとおしてする
日本沿岸域の風況データベースを構築することである。2009年から2011年にかけて日本近海を対象とし
たAMSR-E、ASCAT風速プロダクトを取得し、本州南東沖に設置されたKEO、JKEOブイ風速により検証
を行った。またメソ気象モデルWRFによるシミュレーションを行い、大気安定度を考慮した高度80ｍ風
速への変換を行った。検証の結果、ASCATはAMSR-Eに比較してKEO、JKEOブイに対する10ｍ高の風
速Bias、RMSEとも低い値を示した。AMSR2推定風速はAMSR-E風速に比べて日本周辺海域ではASCAT
風速に近づいており、今後ブイ風速との検証結果が期待される。
研究課題 植物における光合成反応のマイクロ波を使ったリアルタイム検出
研究者（所属） 長谷川朗（千葉大学名誉教授）
担当教員 J.T.スリ　スマンティヨ
（Title）Real Time Detection of Photosynthesis in Plants by Microwave Technique
（Abstract）
　Changes of microwave amplitude and phase through a leaf of plants were measured and the 
correlation with the photosynthesis in the leaf was inspected.
　A network analyzer was used as a microwave source and receiver. First, the sensing component 
that radiates microwave to a leaf and receives the transmitted wave through the leaf was made. 
Changes of the amplitude and the phase of the transmitted wave under various environmental 
conditions, that is light or dark, radiation intensity of light, and density of CO2 gas in air, suggested 
the correlation between the changes in the transmitted wave and the photosynthesis in the leaf.
（概要）
　植物の葉を透過するXバンドのマイクロ波を、環境条件の変化に対して測定し、光合成反応との相関の
有無について調べた。
　マイクロ波電源および受信機にはネットワークアナライザを使用した。最初に、葉にマイクロ波を照射
し、透過するマイクロ波を検出する部分の・製作を行った。そのセンシング部を用いて、光照射の有無、
強度の変化、炭酸ガス濃度の変化等に対して相関を調べた結果、光合成反応に基づくと考えられる信号変
化が得られることが分かった。
研究課題 酸素Ａバンドを利用した植物の蛍光スペクトル計測システムの開発
研究者（所属） 増田健二（静岡大学）
担当教員 久世宏明
（Title）Development of a vegetation ﬂuorescence monitoring system using oxygen A band
（Abstract）
　It has been pointed out that the Fourier transform spectrometer onboard GOSAT has detected 
chlorophyll ﬂuorescence in the wavelength of oxygen A-band near 760 nm. In the present work, we 
examine the possibility of developing a ground-based, imaging remote sensing system for measuring 
vegetation ﬂuorescence under the illumination of direct solar radiation. In addition, we have studied 
the laser-induced ﬂuorescence spectrum from vegetation leaves using a CCD spectrometer and the 
two-dimensional distribution of vegetation LIF using a cooled CCD camera.
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（概要）
　数10ｍの距離からの植物葉の蛍光をリモートセンシ ング計測するシステムとして、微弱な蛍光を望遠
鏡（口径130mm）により集光させる。Fig. 1（a）のように、CCDカメラとフィルターを用いて強度分布
画像を取得する。その際、レデューサを装着して焦点距離を短くし、広角で明るい像を得ている。分光計
測の場合にはレデューサの後に平凸レズ置き、ファイバーに集光して強度を向上させた（Fig. 1-b）。
　試料植物葉として、緑色の葉に白色の斑入りのポトス（Pothos、Epipremnum aureum）葉を用いる。可
視（532nm、27mW）レーザー光を緑葉と白葉に交互に照射し、CCD分光器（Ocean Optics USB2000を
用いて、植物葉から放射されるクロロフィル蛍光スペクトルをレーザー励起蛍光（Laser-Induced Fluo-
rescence：LIF）法を用いて測定する。Fig. 2のように、緑葉部分からはクロロフィルによる650-770nm
の赤色蛍光が生じるとともに、690nm（F690）と740nm（F740）に蛍光のピークが見られる。F740は、
光合成活性状態のチラコロイド膜上に存在する光化学系Ⅰのクロロフィルから発せられており、これらの
クロロフィル蛍光強度比（F740/F690）は、植物生体内でのクロロフィル濃度の指標となることが知ら
れている。クロロフィルをほとんど含まない白葉部分では、740nmの蛍光ピークが消失し、690nmの蛍光
ピークも半分程度の強度となった。Fig. 1（a）のように532nmレーザー光を拡幅し植物葉の全面に照射
して、望遠鏡（口径130mm）により集光させ、CCDカメラ（BITRAN BU-51LN）、レデューサ、干渉フィ
ルタ （ーCWL750nm、FWHM40nm）を用いて、二次元的なクロロフィル蛍光（F740）強度分布画像を取
得した。Fig. 3（b）は距離10ｍから撮影（積分時間20ms）した通常のCCDカメラ画像で、白葉部分から
の反射光が強い。Fig. 3（c）は干渉フィルターを用いて撮像した蛍光画像（積分時間50s）である。緑葉
部分が白く写り、クロロフィル蛍光強度を示している。
　太陽光誘起のクロロフィル蛍光は非常に微弱なため、太陽スペクトル暗線（solar blind、O2線：759 ～
762nm）域を利用する。技術的には、CCDカメラを用いて葉面全体の蛍光分布画像を取得した。積分時間
はいずれも100msであり、距離は、（a）クスノキ30ｍ（b）マツ25ｍ（c）カエデ20ｍ（d）イチョウ25ｍ
である。緑葉のクスノキとマツの場合にクロロフィル蛍光強度が大きいことがわかる（Fig. 4）。
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研究課題 小型ライダーによる粉塵計測とその定量評価方法の確立
研究者（所属） 椎名達雄（千葉大学 大学院融合科学研究科）
担当教員 久世宏明
（Title）Dust monitoring and its quantitative evaluation with compact lidar
（Abstract）
　In his study, we focused on the monitoring technology of horizontal atmosphere, especially on 
the urban near range atmosphere. Here we aimed that this atmospheric monitoring technology in 
near range will be progressed to the dust monitoring method in urban area. The word “dust “ here 
included industrial dust and ambient dust （Yellow sand, Pollen dust, and PM10/2.5）.
　We developed the specialized mini-lidar and conducted the dust monitoring in horizontal direction. 
At ﬁrst step, the lab-experiment was carried out to gather the fundamental data. On-site observation 
was also accomplished under the various optical backgrounds （indoor and out door circumference）. 
The obtained data was analyzed by using the fundamental data on lab-experiment. Now, the 
elimination algorism of backgrounds and derivation of dust ﬂow are tried.
（概要）
　本研究ではこれまで水平面大気の遠隔モニタリング技術としてライダーに着目し、特に都市部のモニタ
リングを行ってきた。そこで、これまでに得た水平面計測ライダーの知見をもとに、新たに粉塵をより多
角的に捉え、エアロゾルに始まり、産業ダスト、環境ダスト（黄砂、花粉、PM10/2.5）等の、それらの
成分同定や濃度評価、さらには新しい評価方法の確立に向けた粉塵計測手法へと発展させることを目的と
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4　 Direct-Solar Radiation Induced Fluorescence ( DSRIF) images of (a) Cinnamomum camphora, (b) Pinus, (c) 
Acer, and (d) Ginkgo biloba.
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した。粉塵計測用の超小型ライダーを製作し、近距離水平方向での粉塵計測を行った。その際、初段階と
して、ラボ内基礎実験を行い、基礎データとして蓄積をおこなった。実大気下での粉塵計測では、様々な
光学的外乱（背景光、計測対象以外の浮遊粒子、複数の計測対象の混合状況等）の中で行った。ラボ内で
の基礎実験のデータベースをもとに、実大気下での粉塵計測の解析を行った。引き続き、光学的外乱の除
去方法、ならびに対象同定のための新しい評価方法の確立に向け、手法の展開を検討していく。
研究課題
ハイパースペクトルイメージングカメラのリモートセンシングへの応用に関す
る研究
研究者（所属） 高良洋平（エバ・ジャパン株式会社）
担当教員 久世宏明
（Title）Application of hyperspectral imaging. camera to remote sensing studies
（Abstract）
　EBA JAPAN （Tokyo, Japan） has developed a novel grating-based, portable hyperspectral （HS） 
imaging camera NH-2 and NH-7 that can acquire a 2D spatial image （752 x 480 and 1280 x 1024 
pixels, respectively） with a single exposure using an internal self-scanning system. In this study, we 
have established a method to measure physical quantities, such as skylight radiance distribution, by 
applying various calibration （wavelength , radiance, uniformity, angle） to HS images. We acquired 
HS images of skylight under clear condition at CEReS, and it turns out that the HS images can be 
reproduced by radiative transfer simulations with a two-component tropospheric aerosol model. We 
estimated the complex refractive index and particle size distribution of tropospheric aerosols. In 
addition, for efﬁcient decontamination of radioactive materials released into the environment by the 
TEPCO Fukushima Daiichi nuclear accident that occurred in March 2011, we made vegetation and 
land cover maps from the HS images taken around the Fukushima area.
（概要）
　エバ・ジャパン社（東京）は、独自の自走型内臓スキャンシステムを用いて、１回の撮影で２次元空
間のハイパースペクトル画像（HS画像）を取得できる携帯型ハイパースペクトルカメラ（HSカメラ）、
NH-2（752 x 480 pixel）、NH-7（1280 x 1024 pixel）を開発した。本年度の研究ではこれらHSカメラ
で取得されたHS画像に様々な校正処理（波長、輝度、均一性、画角）を施し、天空光輝度分布などの物
理量を測定する手法を確立した。CEReS屋上で快晴時に取得された天空光イメージは２成分対流圏エア
ロゾルモデルを導入すれば放射伝達シミュレーションで再現できることが分かり、対流圏エアロゾルの複
素屈折率および粒径分布の推定が可能であることが示された。また、2011年３月に発生した東電福島第
一原発事故により環境中に放出された放射性物質の除染を効率的に行うため、福島県川俣町山木屋地区に
おいてHSカメラを有人航空機に搭載して撮影されたHS画像を用い、植生・土地被覆の地図化を行った。
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図１． 左上：NH-2で測定された太陽周辺における波長550nmの天空光強度分布（観測日は
2013年５月24日）。太陽は星印の位置にあるが、遮蔽棒によって直達太陽光が視野に
入らないようになっている。右上：画角校正の結果（0.02deg/pixel）を利用して天空
光強度を太陽からの離角に対してプロットした図（青線）。天空光強度は太陽を中心に
ほぼ同心円状に分布しているため、離角を横軸に取るとほぼ１本の曲線上に分布する。
観測可能な最小離角は1.5度を下回っている。対流圏エアロゾルに対数正規分布に従
う粒径分布を持つ２成分エアロゾルモデルを仮定し、放射伝達シミュレーションが実
測結果に合うように各成分のモード半径と成分混合比の最適化を行ったところ、モー
ド半径2.61mm、0.50mm、波長550nmにおける消散断面積の重み付き混合比１：5.32
という結果が得られた。左下：分光放射計で測定された直達太陽光スペクトル。波長
550nmにおけるエアロゾル光学的厚さの最適値は0.17 。右下：分光放射計で測定され
た天頂方向の天空光スペクトル。複素屈折率の最適値は1.53－8.83×10－5i。
図２． 福島県川俣町山木屋地区における航空撮影で得られたHS画像より作成したRGB合成
画像および土地被覆分類マップ、植生マップ。RGB合成画像との比較および現地に
おける確認により、「Roof」、「Tree」、「Soil」、「Asphalt」のいずれの要素においても、
正確な分類ができており、建物の屋根の素材ごとや落葉広葉樹、常緑広葉樹の判別も
できていることが確認された。
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2.2.5.　研究会
研究会名 森林分野地上検証活用研究会
研究者（所属） 梶原康司（千葉大学環境リモートセンシング研究センター）
担当教員 本多嘉明
（Title）Forest ﬁeld ground truth leverage Study Group
（Abstract）
　The ground truth information about the forest accumulated for long time in the research forests 
of universities is very precious, and can be said to be the treasury of basic information required for 
regional and broad area ecosystem research. 
　On the other hand, it is expected that broad area ecosystem research progresses by leaps and 
bounds with the earth observation satellite data of these days.
　However, we do not necessarily have effective organization which becomes a contact point of the 
collected data based on physiological ecology or forestry aspects and approach of ecological research 
by using remote sensing data.
　Then, this study group aims to make discussions for clarifying what kind of research activities 
and organizations are effective through a case study. This group consists of the researcher of the 
Hokkaido University research forest, which are typical research forests in Japan, and researchers of 
Chiba University who are the specialist of satellite remote sensing. 
　In this year, a seminar for information exchange about the field research and the ground truth 
acquisition in a forest was held. In the seminar, the candidate for joint research ﬁelds also argued. 
（概要）
　大学の研究林において長年蓄積されてきた森林に関する地上情報は大変貴重なものであり、広域生態系
研究に必要な基礎情報の宝庫と言える。一方、昨今の地球観測衛星観測データによって広域生態系研究が
飛躍的に進むと期待されている。しかしながら、生理生態学、林学等の観点から収集されたデータとリ
モートセンシングデータによる生態系研究のアプローチの接点となる緊密かつ効果的な組織を必ずしも有
していない。そこで、日本の代表的な研究林である北海道大学研究林の研究者と千葉大学の地球観測衛星
利用研究者がケーススタディーを通してどのような研究活動や組織が有効であるかを論ずる事を目的とす
る。
　本年度は北海道大学研究林におけるフィールド研究と森林におけるグランドトゥルース取得に関する情
報交換を行い、さらに北海道大学の研究林における共同研究対象の候補について議論を行った。
